
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

我が国の超高齢社会を支える仕組みとし

て、平成 12 年に「介護保険制度」が創設さ

れ 20 年が経過しました。 

津久見市の第 7 期の決算額等を分析しま

すと、平成 29 年の台風第 18 号災害が大き

く影響しており、当初予測できなかったこ

とが、第 7 期での給付費の上昇の要因とな

っております。 

コロナ禍が続く中、第８期計画では、「健やかな暮らしを支えあう思

いやりのまち」を基本理念に、介護予防のさらなる強化に取り組んでま

いります。また、保険料の値上げを可能な限り抑制するために基金を活

用することといたしました。 

必要な方には十分なサービスを提供していきながら、介護度の重度化

を防止し、元気な高齢者はいつまでも健康を維持できるよう、若い世代

からの健康意識の向上と運動習慣への取り組みを医師会や庁内関係課

と連携しながら強化していきます。 

また災害や感染症対策を踏まえつつ、地域包括支援センター等と連携

して、日頃から支援が必要な方を早めに見つけ出す仕組みも地域等と連

携して強化してまいります。 

最後に、計画の策定に当たり、様々な視点から御審議をいただきまし

た策定委員会及び作業部会の委員の皆様、アンケート調査などで御意見

や御提言をいただきました皆様をはじめ関係者全ての皆様に心からお

礼を申し上げます。 

 

令和３年３月          

津久見市長  川 野 幸 男 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

目   次 

 

第１章 計画の概要 ···················································································· 1 

１ 計画策定の背景と趣旨 ························································································1 

２ 計画の位置づけ ·································································································2 

３ 計画期間 ·········································································································3 

４ 策定体制 ·········································································································4 

５ 第８期計画のポイント ························································································5 

 

第２章 高齢者を取り巻く現状 ····································································· 7 

１ 統計資料調査 ···································································································7 

２ 各種ニーズ調査結果 ························································································· 20  

３ 現行計画評価 ································································································· 42 

４ 第８期計画に向けた課題 ··················································································· 48 

 

第３章 計画の基本理念、基本目標 ······························································ 51 

１ 基本理念 ······································································································· 51 

２ 基本目標 ······································································································· 52 

３ 施策体系 ······································································································· 54 

 

第４章 高齢者福祉施策の展開 ··································································· 57 

１ 【基本目標１ 地域包括ケアシステムの推進】 ························································ 57 

２ 【基本目標２ 自立支援・介護予防の取組の推進】 ··················································· 61 

３ 【基本目標３ 医療・介護の連携強化】 ································································· 68 

４ 【基本目標４ 認知症施策の推進】 ······································································· 71 

５ 【基本目標５ 安全・安心な暮らしを共に支え合うまちづくりの推進】 ························· 77 

６ 【基本目標６ 介護保険事業の効果的・効率的な推進】 ············································· 91 

 

第５章 介護保険事業計画 ········································································· 97 

１ 人口及び被保険者数の推計 ················································································ 97 

２ 認定率・要介護（要支援）認定者数の推計 ····························································· 98 

３ 日常生活圏域の設定 ························································································· 99 

４ 介護保険事業量推計 ······················································································· 100 

５ 介護保険給付費推計 ······················································································· 114 

  



 

 

第６章 計画の進捗管理 ·········································································· 120 

１ 推進・評価体制 ····························································································· 120 

２ 計画の公表と周知 ·························································································· 120 

 

参考資料 ······························································································ 121 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の概要 
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１ 計画策定の背景と趣旨 

わが国では、高齢化の進行により、団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる令和７（2025） 

年には４人に１人が 75 歳以上という超高齢社会が到来すると予測されています。 

また、令和 17（2035）年には 85 歳以上高齢者が 1,000 万人以上になると推計され、後期高齢者

の増加に伴い、要介護者や認知症高齢者及び生活支援ニーズも急増することが予想されています。 

さらに、令和 22（2040）年には高齢者人口が 4,000 万人に迫ると予想されており、現役世代人口

が減少する中での社会活力の維持向上のため、高齢者の多様な就労・社会参加、健康寿命延伸、医療・

福祉サービス改革への取組が求められています。 

図表 1970 年代から 2040 年までの動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:三菱ＵＦＪリサ－チ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞2040 年：多元的社会における地域包括ケアシステム」 

 

このような中、高齢者が、住み慣れた地域での生活を継続するために、国が令和元（2019）年６月

に策定した認知症施策推進大綱の理念等も踏まえ、当事者の意見を聞きながら、医療、介護、住まい、

生活支援・介護予防が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の深化を進めていく必要があり

ます。 

本市では、津久見市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画において、『健やかな暮らしを支

えあう思いやりのまち』を基本理念とし、市民が、生涯に渡って心身ともに健康で、生きがいや楽し

みのある充実した生活を送り、介護が必要になっても一人ひとりが尊厳を持ちながら、誇りと自信に

満ちて住み続けられるまちづくり、災害にあっても暮らし続けることができるまちづくりを推進する

ため、市民・事業者・関係者等と連携・協働しながら、地域包括ケアシステムの深化・推進に向け取

り組んでまいりました。 

令和３（2021）年３月末をもって、現在の津久見市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画が

終了するため、当該計画に掲げている施策の実施状況や効果を検証し、さらに大分県高齢者福祉計画・

介護保険事業支援計画(おおいた高齢者いきいきプラン)や大分県地域医療構想との整合性を図りな

がら、「地域包括ケアシステム」の実現をめざして津久見市高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業

計画の策定を行うものです。 
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２ 計画の位置づけ 

津久見市高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画は「老人福祉法第 20 条の８」に基づく老

人福祉計画及び「介護保険法第 117 条」に基づく介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

計画の策定にあたっては、「第 5 次津久見市総合計画」、「人口ビジョン・総合戦略」、「地域福祉計

画」を上位計画とし、その他福祉関連計画（障がい者基本計画・障がい福祉計画・保健事業実施計

画・特定健康診査等実施計画・健康づくり計画等）及び関連分野計画（地域防災計画 等）と整合を

図り策定します。 

また、本市では、市民や企業、行政が SDGｓという共通言語を持つことにより、市の政策目標を

共有するとともに、パートナーシップを深め、お互いの力を活かしながら地域課題の解決を目指し

ており、本計画においてもこの考えのもと、多様な主体が連携・協力し、計画を推進します。 

 

図表 津久見市高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画の位置づけ 
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※ＳＤＧｓとは 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ）（ Sustainable Development Goals ）とは、平成 27（2015）

年 9 月の国連サミットにおいて、日本を含む全 193 か国の合意により採択された国際社会全体の

共通目標です。 

平成 28（2016）年から令和 12（2030）年までの間に達成すべき 17 のゴール（目標）と、そ

れに連なり具体的に示された 169 のターゲットから構成されています。 

図表 ＳＤＧｓ17 の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

本計画の期間は、令和 3（2021）年度から令和 5（2023）年度の 3 年間とします。 

なお、本計画は団塊の世代が後期高齢者となる令和 7（2025）年、更に現役世代が急減する令和

22（2040）年の双方を見据えた中⾧期的な視野に立った施策の展開を図ります。 

図表 計画期間 
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団塊の世代が 75 歳以上 

団塊の世代の子供が 65 歳以上 

  

津久見市高齢者福祉計画及び 

第７期介護保険事業計画 

津久見市高齢者福祉計画及び 

第８期介護保険事業計画 

津久見市高齢者福祉計画及び 

第９期介護保険事業計画 
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４ 策定体制 

（１）策定体制 

計画の策定に当たっては、学識経験者、医療・保険関係者、福祉関係者、介護関係者、住民

団体の代表者、市職員など幅広い関係者で構成される「津久見市高齢者福祉計画及び第８期介

護保険事業計画策定委員会」及び介護福祉サービス関係者による「策定委員会作業部会」を設

置し、多角的視点から多くの意見を頂きました。 

図表 策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）住民意見の反映 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査・事業所調査の実施 

本計画の策定にあたり、本市在住の 65 歳以上の第１号被保険者の方から約 5,420 名を

無作為に抽出し、国の示した調査項目に基づき介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び本

市在住の 65 歳以上の方で、介護認定をされている方 138 名を対象に、在宅介護実態調査

を実施し、本市の高齢者の実態把握に努めました。 

また、今後の介護サービスの提供体制を確保し、介護サービスの質を向上するための取

組に向け、市内の介護サービス事業者（在宅生活改善調査、居所変更調査、介護人材実態調

査）を実施しました。 

 

②パブリックコメントの実施 

本計画の素案について、住民の方々から幅広く意見を募集するため、令和 3（2021）年

2 月 5 日から令和 3（2021）年 2 月 18 日までホームページ等にて、パブリックコメント

を実施しました。  

市 長 

学識経験者、医療・保険関係者、福祉関係者、 

介護関係者、住民団体の代表者、市職員等 

・保健医療福祉関連団体・住民 等 

策定委員会作業部会 

各種アンケート調査 

提案 助言 

答申 諮問 

パブリックコメント 施策・素案等調整 

行政 住民 

アンケート等による住民・事業所参加 

事務局（長寿支援課） 

資料 
提出 

業務 
指示 

コンサルタント 

津久見市高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策定委員会 
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５ 第８期計画のポイント 

（１）第 8 期計画の基本指針 ～第８期計画において記載を充実する事項～  

①令和７（2025）・令和 22（2040）年を見据えたサービス基盤・人的基盤の整備 

▶介護離職ゼロの実現に向けたサービス基盤整備、地域医療構想との整合性 

②地域共生社会の実現 

▶地域共生社会の理念は、制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を

超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら

暮らしていくことができ、それぞれを包み込むような地域や社会を創るという考え方 

▶複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築を推進するため、「断らな

い相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に行う新たな事

業を創設 

③介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

▶一般介護予防事業の推進に関して「PDCA サイクルに沿った推進」、「専門職の関与」、「他の

事業との連携」について記載 

▶自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組の例示として就労的活動等について記載 

▶総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定 

▶保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載 

▶在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえて記載 

▶要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標は、国で示す指標を参考に計画に記載 

▶PDCA サイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための環境整備

について記載 

④有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に関する都道府県・市町村間の情報連携の強化 

▶住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載 

▶整備に当たっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案して

計画を策定 

⑤認知症施策推進大綱などを踏まえた認知症施策の推進 

▶認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共生」と「予防」を車の両輪とした認知症施策の推進につ

いて５つの柱に基づき記載 

▶教育等他の分野との連携に関する事項について記載 

⑥地域包括ケアシステムを支える介護人材確保と業務効率化の取組の強化 

▶介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載 

▶介護現場における業務仕分けやロボット・ICT の活用、元気高齢者の参入による業務改善な

ど、介護現場革新の具体的な方策を記載 

▶総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてポイント制度や有償ボランティア等につ

いて記載 

▶要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載 

▶文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載 

⑦災害や感染症対策に係る体制整備 

▶近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備えの重要

性について記載  
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慢性期

（移行分）

1,210 

2,215 

2,759 

2,993 

2,945 

介護老人

保健施設

1,771 

1,800 

1,800 

1,800 

1,800 

訪問診療

3,828 

5,283 

6,111 

6,466 

6,394 

6,809 

9,298 

10,670 

11,259 

11,139 

項目

2013年

（12,033人）

2025年

（15,512人）

2030年

（17,231人）

2035年

（17,889人）

2040年

（17,632人）

慢性期

1,065 

1,346 

1,461 

1,495 

1,466 

回復期

1,921 

2,314 

2,449 

2,476 

2,425 

急性期

1,707 

1,985 

2,078 

2,093 

2,050 

高度

急性期

531 

569 

573 

566 

552 

5,224 

6,214 

6,561 

6,630 

6,493 

項目

2013年

（計12,033人）

2025年

（計15,512人）

2030年

（計17,231人）

2035年

（計17,889人）

2040年

（計17,632人）

（２）医療計画及び介護保険事業との整合  

令和７（2025）年にいわゆる「団塊の世代」が全て 75 歳以上となる超高齢社会を迎える中

で、国民一人ひとりが、医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安

心して生活を継続し、その地域で人生の最期を迎えることができる環境を整備することが必要

となる。 
 

医療計画及び介護保険事業（支援）計画における整備目標及びサービスの量の見込みに係る 
整合性の確保について 

 

 

 

 

 

 
 

在宅医療の整備目標の設定プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７（2025）年における中部医療圏の在宅医療等の医療需要は、下記の通りとなります。 

在宅医療等の医療需要（第７次大分県医療計画） 

整合性 

 

令和７（2025）年に向けて、地域医療構想を推進するためには、慢性期機能から介護施設・在宅医療等

への転換を含めた追加的需要について、地域の実情に応じて適切に受け皿の整備がなされる必要があり、

医療計画及び介護保険事業（支援）計画においては、この受け皿整備の必要量を踏まえた在宅医療の整備

目標や介護サービスの種類ごとの量の見込みを、それぞれの計画の間で整合的に、かつ受け皿整備の先送

りが発生しないよう計画的に設定する必要がある。また、市町村介護保険事業計画における令和７（2025）

年の介護サービス見込み量の推計値においても、この受け皿整備の必要量を盛り込んだものとする必要が

ある。 

〔 入 院 〕 〔 在宅医療等 〕 

（単位：人/日） 



 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 高齢者を取り巻く現状 
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１ 統計資料調査 

（１）総人口・高齢者人口と高齢化率の推移  

本市の人口は、平成 27（2015）年の 18,983 人から年々減少しており、令和２（2020）

年には 2,132 人減の 16,851 人となっています。高齢者人口は、平成 27（2015）年の

7,366 人から令和元(2019)年には 7,528 人とピークを迎え、令和２（2020）年には減

少に転じ 7,502 人となっています。一方、高齢化率（65 歳以上の人口が総人口に占め

る割合）は、平成 27（2015）年の 38.8％から令和２（2020）年には 44.5％と年々増

加しています。 

高齢者人口を前期高齢者・後期高齢者別にみると、前期高齢者数は、平成 29（2017）

年の 3,462 人から令和２（2020）年には 3,430 に緩やかな減少傾向で推移していま

す。後期高齢者数も令和元（2019）年の 4,082 人から令和２（2020）年には減少傾向

に転じ 4,072 人となっています。 
 

図表 総人口・高齢者人口・高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
  
 
 

図表 前期・後期別高齢者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（出典）津久見市「住民基本台帳」（各年 10 月 1 日時点） 

18,983 18,562 18,180 17,779 17,294 16,851 

7,366 7,464 7,482 7,518 7,528 7,502 

38.8% 40.2%

41.2% 42.3% 43.5% 44.5%

0%

10%

20%

30%

40%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

(人)
総人口 65歳以上 高齢化率

3,425 3,440 3,462 3,450 3,446 3,430 

3,941 4,024 4,020 4,068 4,082 4,072 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

(人)
前期高齢者(65歳～74歳) 後期高齢者(75歳以上)
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本市の高齢者人口割合（高齢化率）は 44.5％、年少人口割合（15 歳未満人口が総人

口に占める割合）は 9.1％となっています。 

本市の高齢化率は、全国・大分県を上回っており、県内では九重町・豊後大野市とほ

ぼ同水準となっています。 

 

図表 県内市町村の高齢者人口割合と年少人口割合（令和元（2019）年） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）大分県「大分県の人口推計【年報】」（令和元（2019）年 10 月１日時点） 

 

 

全国

大分県

大分市

別府市

中津市

日田市

佐伯市
臼杵市

津久見市

竹田市

豊後高田市

杵築市

宇佐市

豊後大野市

由布市

国東市

姫島町

日出町

九重町

玖珠町
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55
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高
齢
者
人
口
割
合

年少人口割合

高齢者人口割合：32.6％

年少人口割合：12.2％

高齢者人口割合：28.4％

年少人口割合：12.1％

（%）

（%）

高齢者人口割合：44.5％

年少人口割合：9.1％
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80～84歳
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90歳以上

平成27年男性 平成27年女性
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452 

516 
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令和２年男性 令和２年女性

（２）男女別年齢別人口構成 

本市の男女別年齢別人口構成をみると、高齢者人口（65 歳以上人口）は、平成 27（2015）

年の 7,366 人から 136 人増加して令和２（2020）年は 7,502 人となっています。 

令和２（2020）年の年齢別人口構成をみると、本市の最多年齢帯は「70～74 歳」とな

っており、「60～64 歳」の年齢帯は少ないことから、今後、大きな高齢者人口の増加は

ないと予想される一方、高齢化率、高齢者に占める後期高齢者割合は高くなることが予想

されます。 

図表 ５歳階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）津久見市「住民基本台帳」（各年 10 月１日時点） 

老年人口 
7,502 人 
44.5％ 

生産年齢人口 
7,907 人 
46.9％ 

年少人口 
1,442 人 

8.6％ 

老年人口 
7,366 人 
38.8％ 

年少人口
1,798 人 

9.4％ 

生産年齢人口 
9,828 人 
51.8％ 
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（３）高齢者のみ世帯の状況 

本市の世帯数総数に占める高齢者のみ世帯の割合をみると、「夫婦のみ世帯（二人とも

65 歳以上）」は、平成 12（2000）年の 10.5％から平成 27（2015）年には 6.1 ポイン

ト増の 16.6％となっています。同様に、65 歳以上の一人暮らし世帯は、平成 12（2000）

年の 10.9％から平成 27（2015）年には 6.7 ポイント増の 17.6％となっています。 

平成 27（2015）年以降も高齢者人口は増加しており、高齢者の一人暮らし世帯や夫

婦のみの世帯、高齢者の日中独居などが増加することが予測されます。 

 

図表 高齢者のみ世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 
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（４）認定者数・認定率の推移 

本市の要支援・要介護認定者数の推移をみると、平成 27（2015）年から平成 28（2016）

年にかけ要支援認定者の総合事業対象者への移行に伴い要支援認定者が減少し、その後、

一旦は増加したものの、令和元(2019)年以降は、高齢者人口の減少、介護予防の取組に

より減少に転じ、令和２（2020）年 9 月末時点での認定者は 1,341 人、要介護（要支

援）認定率は 17.8％となっています。 
 

図表 認定者数と認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（9 月） 

（５）県内市町村認定率との比較 

令和２（2020）年 9 月末時点での要介護（要支援）認定率をみると、本市は 17.8％

となっており、県、全国を下回っています。 

図表 県内市町村の要介護（要支援）度別認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（9 月）  
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（６）軽度・重度認定率の割合 

認定者数の推移を軽度（要支援１～要介護２）・重度（要介護３～要介護５）別でみる

と、令和２（2020）年 9 月末現在で軽度認定者数は 774 人で 57.7％、重度認定者数は

567 人で 42.3％となっており、大分県と比較すると重度認定者の割合は 6.8 ポイント

高くなっています。 

図表 軽度・重度認定率割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
（平成 31(2019)、令和 2(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

（７）新規要支援・要介護認定者の要介護度別分布 

平成 30（2018）年度の新規要支援・要介護認定者の要介護度別分布をみると、本市

では「要介護１」の占める割合が 30.6%と最も高くなっています。 

一方、県では「要支援１」の占める割合が 29.9%と最も高くなっています。「要介護

1」の占める割合が高い要因として、介護認定を受けずに日常生活を続けている方が多

く、申請時には要支援でなく要介護状態での認定となっていること、高齢者のみの世帯

や独居の高齢者が多いため、家族が気付いた時は、認知症が進行していることも要因と

して考えられます。 

図表 県内市町村の新規認定者出現率（平成 30(2018)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（時点）平成 30(2018)年 
（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成 31(2019)年 4 月 10 日時点データにて集計）、 

厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報及び、総務省「住民基本台帳人口・世帯数」  
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大分県（前期高齢者） 津久見市（前期高齢者）

（８）年齢別認定者出現率の推移 

平成 27（2015）年から令和元（2019）年までの本市の要介護（要支援）認定者につ

いて前期高齢者・後期高齢者でみると、前期高齢者の認定者出現率は 3％程度、後期高

齢者の認定者出現率は 30％程度で推移しており、県平均同等となっています。 

認定者出現率を年齢別にみると、「80～84 歳」、「85～89 歳」の年齢帯において、平

成 27（2015）年から平成 29（2017）年まで出現率は減少しており、その要因として

は要支援・要介護認定者の総合事業対象者への移行が大きな要因と考えられます。 
 

図表 要介護（要支援）認定者出現率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（９月末日時点） 

    大分県「大分県の人口推計【年報】」（10 月１日時点） 
 

図表 第１号被保険者 要介護（要支援）認定者出現率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（９月末日時点） 

    大分県「大分県の人口推計【年報】」（10 月１日時点）  

40～64歳 65～69歳 70～74歳 合計 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 合計
認定者数 18 32 79 111 128 238 364 495 1,225
構成割合 1.3% 2.4% 5.8% 8.2% 9.5% 17.6% 26.9% 36.6% 90.5%
出現率 0.4% 1.9% 4.8% 3.3% 9.7% 21.3% 42.6% 81.7% 31.4%
県出現率 0.3% 2.4% 4.8% 3.6% 11.0% 24.9% 46.3% 71.6% 31.5%
認定者数 19 40 72 112 136 266 392 449 1,243
構成割合 1.4% 2.9% 5.2% 8.2% 9.9% 19.4% 28.5% 32.7% 90.5%
出現率 0.4% 2.2% 4.6% 3.4% 10.5% 22.7% 45.1% 79.5% 31.8%
県出現率 0.3% 2.5% 4.8% 3.5% 11.1% 25.0% 45.9% 71.6% 31.4%
認定者数 16 37 77 114 139 255 378 406 1,178
構成割合 1.2% 2.8% 5.9% 8.7% 10.6% 19.5% 28.9% 31.0% 90.1%
出現率 0.3% 1.9% 5.3% 3.4% 10.7% 21.7% 44.2% 76.6% 30.5%
県出現率 0.3% 2.4% 5.1% 3.6% 11.2% 25.0% 46.2% 71.1% 31.1%
認定者数 16 38 60 98 131 286 375 353 1,145
構成割合 1.3% 3.0% 4.8% 7.8% 10.4% 22.7% 29.8% 28.0% 90.9%
出現率 0.3% 1.9% 4.5% 2.9% 9.7% 24.0% 44.8% 71.3% 29.6%
県出現率 0.3% 2.5% 5.3% 3.6% 11.5% 25.7% 46.4% 71.6% 31.2%
認定者数 24 40 73 113 158 332 415 356 1,261
構成割合 1.7% 2.9% 5.2% 8.1% 11.3% 23.7% 29.7% 25.5% 90.2%
出現率 0.4% 2.1% 5.1% 3.4% 11.8% 27.9% 50.5% 77.7% 33.1%
県出現率 0.3% 2.5% 5.6% 3.8% 12.6% 27.6% 48.8% 73.4% 32.6%

第１号被保険者
前期高齢者 後期高齢者

第2号
被保険者

令和元年

平成30年

平成29年

平成28年

平成27年
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77人
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(15.1%)
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(17.9%)

15,837人

(20.8%)
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(13.4%)

10,421人

(13.7%)
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(25.5%)

17,385人

(22.8%)
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(24.5%)

12,765人

(16.7%)

61人

(4.1%)

2,959人

(3.9%)

136人

(9.2%)

4,908人

(6.4%)

2人

(0.1%)

471人

(0.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

津久見市

大分県

自立 ランクⅠ ランクⅡａ ランクⅡｂ ランクⅢａ ランクⅢｂ ランクⅣ ランクＭ

（９）要介護・要支援認定者の日常生活自立度 

要介護・要支援認定者の日常生活自立度をみると、本市の要支援・要介護認定者の

日常生活の自立度のうち「ランクⅡb」が最も多く 378 人(25.5％)、次いで、「ランク

Ⅲa」の 363 人(24.5％)となっています。 

本市と大分県を比較した場合、見守りを必要とする「ランクⅡ」以上の割合は、本

市が 76.8%、県が 64.1%と 12.7%上回っています。 

また、介護サービスの需要が高まる「ランクⅢ」以上の割合は本市が 37.9%、県が

27.6%と 10.3%上回っています。 

 

図表 要介護・要支援認定者の日常生活自立度 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和元(2019)年 10 月末時点データにて集計） 

 

図表 認知症高齢者の日常生活自立度の各ランクの定義 

ランク 判 断 基 準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及
び社会的にほぼ自立している。 

 

Ⅱ  
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思
疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意して
いれば自立できる。 

 

 Ⅱａ 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金
銭管理などそれまでできたことにミス
が目立つ等 

 Ⅱｂ 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 
服薬管理ができない、電話の対応や訪
問者との対応などひとりで留守番がで
きない等 

Ⅲ  
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思
疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。 

 

 Ⅲａ 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にでき
ない、時間がかかる。 
やたらに物を口に入れる、物を拾い集
める、徘徊、失禁、大声・奇声をあげる、
火の不始末、不潔行為、性的異常行為等 

 Ⅲｂ 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢａに同じ 

Ⅳ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思
疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要と
する。 

ランクⅢに同じ 

Ｍ 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体
疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精
神症状や精神症状に起因する問題行動
が継続する状態等 
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大分県（65～74歳） 大分県（75歳以上）
津久見市（65～74歳） 津久見市（75歳以上）

（10）高齢者の就業状況 

本市の 65 歳以上の就業者数は、平成 12（2000）年の 1,042 人から平成 27（2015）

年には 1,273 人と、231 人増加しています。就業者総数に占める高齢者の割合も上昇傾

向にあり、平成 12（2000）年の 10.3％から平成 27（2015）年には 16.4％と 6.1 ポ

イント増加しています。 

本市の高齢者の就業率をみると、前期高齢者（65～74 歳）は、平成 12（2000）年の

23.4％から平成 27（2015）年は 6.7 ポイント増の 30.1％となっています。後期高齢

者（75 歳以上）は、平成 12（2000）年の 9.5％から平成 27（2015）年は 2.4 ポイン

ト減の 7.1％となっています。 

本市の高齢者就業率は全国・大分県と比較すると低くなっています。 
 

図表 高齢者の就業状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 

 

図表 高齢者の就業率の推移（前期・後期年齢区分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
10,151 9,440 8,562 7,746
6,209 5,663 5,017 4,440
3,942 3,777 3,545 3,306
1,042 1,056 1,045 1,273
10.3% 11.2% 12.2% 16.4%

701 699 687 804
341 357 358 469

65～74歳 809 761 780 1,005
男 532 488 508 630
女 277 273 272 375

75歳以上 233 295 265 268
男 169 211 179 174
女 64 84 86 94

17.7% 16.7% 15.6% 17.9%
23.4% 23.5% 25.4% 30.1%
9.5% 9.6% 7.3% 7.1%

女

65歳以上就業率
65～74歳

75歳以上

就業者総数
男
女

65歳以上就業者
就業者総数に占める割合

男
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図表 産業別就業者数（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 
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調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施設及び居住サービス）

（11）第１号被保険者１人あたりの給付費月額 

本市の第１号被保険者１人あたりの給付費月額をみると「在宅サービス」は県・全国

を下回っているものの、「施設及び居住サービス」は県・全国を上回っていることから、

本市の介護サービス提供体制は「施設及び居住サービス」を中心とした提供体制である

と考えられます。 
 

図表 第１号被保険者１人あたりの給付費月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「介護保険総合データベース」 

    総務省「住民基本台帳人口・世帯数」  

（円） 

（円） 
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（12）介護サービスの状況 

①要支援・要介護者 1 人あたり定員数 

本市の「施設サービス」、「居宅サービス」の要支援・要介護者 1 人あたり定員は、

全国及び県平均をほぼ上回っています。 

また、「在宅サービス」の要支援・要介護者 1 人あたり定員は、県平均を下回って

いるものの、全国平均より上回っていることから、他市町村と比較して、サービス提

供基盤はある程度整っていると考えられます。 

 

【要支援・要介護者 1 人あたり定員（施設サービス）】 全国 大分県 津久見市 

介護老人福祉施設 0.076 0.073 0.093 

介護老人保健施 0.051 0.068 0.078 

介護療養型医療施設 0.006 0.004 - 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 - 0.016 0.014 

施設サービス要支援・要介護者 1 人あたり定員合計（施設サービス） 0.132 0.163 0.185 

 

【要支援・要介護者 1 人あたり定員（居宅サービス）】 全国 大分県 津久見市 

特定施設入居者生活介護 0.036 0.023 - 

認知症対応型共同生活介護 0.027 0.029 0.042 

地域密着型特定居住系入居者生活介護 0.001 0.003 0.042 

要支援・要介護者 1 人あたり定員合計（居住系サービス） 0.065 0.056 0.084 

 

【要支援・要介護者 1 人あたり定員（在宅サービス）】 全国 大分県 津久見市 

通所介護 0.095 0.186 0.121 

地域密着型通所介護 0.028 0.027 0.050 

通所リハビリテーション 0.038 0.081 0.062 

認知症対応型通所介護 0.005 0.009 - 

小規模多機能型居宅介護_宿泊 0.001 0.000 0.000 

小規模多機能型居宅介護_通い 0.006 0.005 0.007 

看護小規模多機能型居宅介護_宿泊 0.000 0.000 - 

看護小規模多機能型居宅介護_通い 0.000 0.000 - 

要支援・要介護者 1 人あたり定員合計（通所系サービス） 0.173 0.307 0.240 

（時点）令和元（2019）年 

（出典）介護サービス情報公表システムおよび厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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②在宅サービス事業所数（人口 10 万人対） 

人口 10 万人に対する在宅サービス事業所数は、概ね全国及び県平均を上回ってい

る一方、「訪問看護」は、全国平均及び県平均を下回っています。 

 

【サービス提供事業所数（人口 10 万人対）】 全国 大分県 津久見市 

訪問介護 27.6 37.1 51.0 

訪問入浴介護 1.5 1.5 0.0 

訪問看護 10.0 12.9 5.7 

訪問リハビリテーション 3.9 7.2 17.0 

居宅療養管理指導 37.3 31.6 51.0 

通所介護 19.3 31.1 28.3 

地域密着型通所介護 16.2 11.9 22.7 

通所リハビリテーション 6.4 12.7 11.3 

短期入所生活介護 8.8 12.0 11.3 

短期入所療養介護（老健） 3.1 5.3 11.3 

短期入所療養介護（病院等） 0.3 1.1 0.0 

短期入所療養介護（介護医療院） 0.0 0.0 0.0 

福祉用具貸与 5.9 7.1 5.7 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0.8 0.6 0.0 

夜間対応型訪問介護 0.2 0.3 0.0 

認知症対応型通所介護 2.9 4.4 0.0 

小規模多機能型居宅介護 4.4 3.7 5.7 

看護小規模多機能型居宅介護 0.4 0.9 0.0 

介護予防支援 4.0 5.2 5.7 

居宅介護支援 32.9 38.4 39.6 

（時点）平成 30（2018）年 

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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２ 各種ニーズ調査結果 

（１）各種調査概要 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査・事業所調査の実施 

高齢者の生活状況や健康状態などをうかがい、介護の実態や課題を把握し、本計画

策定の基礎資料とすることを目的として「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在

宅介護実態調査」を実施しました。 

また、介護保険サービス事業所の運営状況や今後の事業展開を把握するための事

業所調査を実施し、本計画策定の参考としました。 

 

②調査の種類・調査対象者 

調査種類 調査対象者 調査期間 

介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 

（健康と暮らしの

調査 2019）1 

要介護認定を受けていない 

高齢者 

令和元(2019)年 11 月 25 日 

～令和元(2019)年 12 月 16 日 

在宅介護実態調査 
在宅で生活をしている要支援・

要介護認定を受けている高齢者 

令和元(2019)年９月１日 

～令和２(2020)年３月３１日 

在宅生活改善調査 
居宅介護支援事業所及びケアマ

ネジャー 

令和２(2020)年９月４日 

～令和２(2020)年９月 30 日 

居所変更実態調査 
施設・居住系サービスを提供し

ている介護事業所 

令和２(2020)年９月４日 

～令和２(2020)年９月 30 日 

介護人材実態調査 
全ての施設・介護事業所及び訪

問系介護職員 

令和２(2020)年９月４日 

～令和２(2020)年９月 30 日 

 

③調査票配布数・有効回答数・有効回答率 

調査種類 配布数 有効回答数 有効回答率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 5,420 3,334 61.5％ 

在宅介護実態調査 138 138 100.0％ 

在宅生活改善調査 6 6 100.0％ 

居所変更実態調査 15 11 73.3％ 

介護人材実態調査 40 33 82.5％ 

 

 

                                                   
1 健康と暮らしの調査 2019 ：JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study，日本老年学的

評価研究）による調査 
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16.9 47.5 4.3 13.8 9.5 7.9 
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１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無回答

85.0 5.7

1.6

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=3,334）

介護・介助は必要ない
何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない
現在、何らかの介護を受けている
無回答

6.7 4.2 27.7 59.2 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=3,334）

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果概要 

①家族構成 

家族構成については、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 47.5％と最も高

く、次いで「１人暮らし」の 16.9％、「息子・娘との２世帯」の 13.8％となってお

り、高齢者のみ世帯の割合は６割を超えています。 
 

図表 家族構成 

 

 

 

 

 

 

 

②介護・介助の必要性 

介護・介助の必要性については、「介護・介助は必要ない」が 85.0％、「何らかの

介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が 5.7％、「現在何らかの介護を受け

ている」が 1.6％となっています。 
 

図表 介護・介助の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

③外出の頻度 

外出の頻度については、「週５回以上」が 59.2％と最も高く、次いで「週２～４回」

の 27.7％となっており、「ほとんど外出しない」は 6.7％となっています。 
 

図表 外出の頻度 
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2.8

2.4

15.4

7.0

5.1

1.5

5.6

1.7

4.4

5.2

5.5

5.9

3.0

9.3

3.0

6.9

7.5

6.3

2.2

8.2

3.7

5.4

3.4

4.6

9.0

24.5

3.0

56.7

54.1

48.8

65.1

58.9

58.7

43.1

56.6

25.4

25.1

23.7

26.8

21.5

22.8

24.4

16.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

【参加率：17.9％】

スポーツ関係のグループやクラブ

【参加率：20.9％】

趣味関係のグループ

【参加率：27.4％】

学習・教養サークル

【参加率：8.2％】

介護予防のための通いの場

【参加率：19.6％】

老人クラブ

【参加率：18.5％】

町内会・自治会

【参加率：32.4％】

収入のある仕事

【参加率：27.3％】

（n=3,334）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

④地域の活動への参加状況 

地域の活動への参加状況について、「年に数回」以上参加していると回答した割合

を参加率とすると、参加率が最も高いのは「町内会・自治会」の 32.4％、次いで「趣

味関係のグループ」の 27.4％、「収入のある仕事」の 27.3％となっています。 

「介護予防のための通いの場」の参加率は 19.6％となっています。 

 

図表 地域の活動への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラフを見やすくするため、1.5％未満の数値の表示を省いています。  
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4.2 42.5 32.7 6.9 13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=3,334）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

2.7 31.0 44.0 6.2 16.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=3,334）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

⑤地域住民有志による活動への参加意向 

地域住民有志による活動への参加者としての参加意向について、「是非参加した

い」、「参加してもよい」と回答した参加意向のある割合は 46.7％、同じく、企画・

運営（お世話役）としての参加意向について、「是非参加したい」、「参加してもよい」

と回答した参加意向のある割合は 33.7％となっています。 

 

図表 地域住民有志による活動に参加者として参加したいか 

 

 

 

 

 
 

 

図表 地域住民有志による活動に企画・運営（お世話役）として参加したいか 
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44.8%

16.9%

14.7%

13.6%

10.1%

9.0%

8.9%

7.3%

6.9%

5.7%

4.0%

3.0%

2.2%

1.6%

0.7%

0.6%

0.3%

7.2%

14.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高血圧

目の病気

高脂血症（脂質異常）

糖尿病

心臓病

胃腸・肝臓・胆のうの病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

耳の病気

腎臓・前立腺の病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

がん（悪性新生物）

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

外傷（転倒・骨折等）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

その他

ない （n=3,334）

33.1 64.1 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=3,334）

はい いいえ 無回答

⑥現在治療中もしくは後遺症のある病気 

現在治療中の病気、もしくは後遺症のある病気については、「高血圧」が 44.8％と

最も高く、次いで「目の病気」の 16.9％、「高脂血症（脂質異常）」の 14.7％、「糖

尿病」の 13.6％となっています。一方、「ない」の割合は 14.6％となっています。 

 

図表 現在治療中もしくは後遺症のある病気 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦認知症に関する相談窓口周知状況 

認知症に関する相談窓口を知っているかについては、「はい」が 33.1％、「いいえ」

が 64.1％となっており、約６割が認知症に関する相談窓口について知らないと回答

しています。 

図表 認知症に関する窓口を知っているか 
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⑧機能別評価 

アンケート調査結果をもとに、機能評価・日常生活の評価項目ごとの「リスクあり」

該当者の割合（リスク者割合）を表したのが以下の図となります。 

評価を行うにあたり、それぞれの評価項目で対象設問すべてに解答している方を

母数とし、リスク者割合を算出しています。リスク者割合を年齢別にみると、「転倒」

において前期高齢者と後期高齢者の差異が最も大きくなっており、次いで「運動器」

「認知機能」となっています。 

 

図表 項目別機能リスク者割合           図表 日常生活リスク者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 機能評価の対象者数及びリスク者割合 

評価項目 

年 齢 別 

前期高齢者 

回答数 
リスク者割合 

後期高齢者 

回答数 
リスク者割合 

１ 運動器 1,769 6.5％ 1,565 17.8％ 

２ 転倒 1,769 18.8％ 1,565 31.1％ 

３ 栄養 1,709 13.0％ 1,405 16.6％ 

４ 閉じこもり 1,769 9.1％ 1,565 13.0％ 

５ 口腔 1,769 13.3％ 1,565 23.0％ 

６ 認知機能 1,769 30.3％ 1,565 40.2％ 

７ うつ 1,769 25.3％ 1,565 28.0％ 

８ 虚弱 1,709 2.8％ 1,405 9.5％ 

９ ＩＡＤＬ 1,769 8.9％ 1,565 18.5％ 

10 知的能動性 1,769 44.1％ 1,565 46.1％ 

11 社会的役割 1,769 42.7％ 1,565 48.3％ 

12 生活機能総合評価 1,769 15.5％ 1,565 22.6％ 

 

18.5%

46.1%

48.3%

22.6% 0%

10%

20%

30%

40%

50%
9 IADL

10 知的能

動性

11 社会的

役割

12 生活機

能総合評価

前期 後期

17.8% 31.1%

16.6%

13.0%

23.0%40.2%

28.0%

9.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

1 運動

器

2 転倒

3 栄養

4 閉じ

こもり

5 口腔

6 認知

機能

7 うつ

8 虚弱

前期 後期
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⑨津久見市の特徴と強み 

調査結果より、64 市町村と比較したところ、「運動器機能低下者割合」「認知症リ

スク者割合 2」が高くなっています。一方で、交流する友人のいる者・情緒的サポー

トの提供割合が高くなっており、強みと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩特徴・強みや課題と関連する要因 

『健康と暮らしの調査 2019』に参加した 64 市町村のデータより「交流する友人

のいる者割合・情緒的サポート提供者割合が高いことが物忘れ・認知機能低下者割合 

が低い 3」ことの一因であるという相関関係が認められました。津久見市においても、

引き続き交流する友人のいる者・情緒的サポート提供者割合を高い水準で維持するこ

とが重要と考えます。 

また津久見市は、運動機能低下者割合が高いという健康課題があります。運動機能

低下者割合は、スポーツ・趣味の会参加者割合と相関関係があると言われています。 

今回の結果では、特に後期高齢者でスポーツ・趣味の会参加者割合が低く、全体的

にもスポーツ・趣味の会年数回以上参加者割合が低くなっていたことからも運動機能

を向上させ、いつまでも元気に過ごしていくためにも津久見市の強みであるネットワ

ークの強さを生かし、スポーツ・趣味の会の参加者割合を高めることが重要であると

考えます。 

 

 

 

 

 

 

               
2 認知症リスク者割合（認知症リスク得点による算出）：以下の項目から算出される得点が 8 点以

上（修正前：7 点未満）の人の割合。1.年齢 75 才以上、2.収入のある仕事していない、3.現在治療

中、または後遺症のある病気(糖尿病）がある、4.うつ傾向・うつ状態（GDS5 点以上）、5.物忘れが

多い、6.あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人がいない、7.スポーツグループへの参加していな

い、8.バスや電車を使って 1 人で外出できない、9.自分で食事の用意ができない、10.自分で請求書

の支払いができない、11.年金などの書類が書けない、12.新聞を読まない、13.病人を見舞わない 
3 認知機能低下者割合（基本チェックリスト）：以下の 3 項目のうち 1 項目以上当てはまる人の割

合。1.いつも同じことを聞くなど言われる 2.自分で電話番号を調べて電話しない 3.今日が何月

何日かわからないことがある 

指標名 今回 順位 回答者数 中央値 最小値 最大値

運動機能低下者割合 12.0 59 3,283 9.0 5.0 16.2

認知症リスク者割合 12.2 42 3,321 11.4 8.4 23.1

友人知人と会う頻度が高い者の割合 76.9 5 3,173 71.3 61.2 80.2

交流する友人がいる者の割合 37.0 10 3,178 31.0 20.0 40.5

情緒的（心配事や愚痴）サポート受領者割合 96.1 6 3,234 94.9 92.4 96.9

手段的（看病や世話）サポート提供者割合 80.6 8 3,093 77.9 72.3 82.5

ソーシャル・キャピタル得点（連帯感） 167.7 13 3,269 158.0 135.8 181.1
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図表 スポーツの会・趣味の会参加者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆コラム 

JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study，日本老年学的評価研究）は、健康

長寿社会をめざした予防政策の科学的な基盤づくりを目的としています。2019 年度に

は、全国の 64 市町村と共同し、約 37 万人の高齢者を対象にした調査を行い、全国の大

学・国立研究所などの 30 人を超える研究者が、多面的な分析を進めています。 

JAGES が実施した「健康とくらしの調査 2019」データを用い、介護予防や地域づく

りに向けた地域診断をまとめています。 

指標名 今回 順位 回答者数 中央値 最小値 最大値

スポーツの会参加者割合 22.8 41 2,509 25.0 6.1 35.8

趣味の会参加者割合 28.9 38 2,556 30.3 12.6 42.6

スポーツ会や趣味グループを年数回以上参加者の割合 40.2 49 2,423 45.7 25.1 60.2

スポーツの会参加者割合 22.2 36 1,494 23.6 8.4 36.6

趣味の会参加者割合 26.4 40 1,495 28.7 12.7 40.2

スポーツ会や趣味グループを年数回以上参加者の割合 40.3 45 1,461 45.3 27.6 60.6

スポーツの会参加者割合 23.7 46 1,009 27.7 3.7 38.5

趣味の会参加者割合 32.5 37 1,055 34.4 10.8 45.8

スポーツ会や趣味グループを年数回以上参加者の割合 40.3 49 956 46.4 19.4 59.7

市

全

体

前

期

高

齢

者

後

期

高

齢

者
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（３）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果概要（地域別） 

本計画の基礎になる日常生活圏域は、津久見市全域を１つの圏域として設定しています。

この調査では、各地域での高齢者の状況や二―ズ把握を行うために小学校区を基本に６地区

に分けて分析を行いました。 

①各地域の状況（令和２年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②各地域の調査結果（抜粋） 

図表 各地域の要介護リスク割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表 幸福感がある者の割合 4 

 

 

  

 

 

             
4 幸福感がある者の割合：「現在どの程度幸せですか」に対して「８点」以上と回答した人の割合 

市全体 千怒小 津久見小 青江小 堅徳小
日代
   ・四浦

保戸島・
  無垢島

16,994 2,427 6,872 3,625 1,921 1,453 696

65歳以上 7,501 859 2,729 1,543 963 893 514

65～74歳 3,431 452 1,327 695 385 344 228

75歳以上 4,070 407 1,402 848 578 549 286

65歳以上 44.1% 35.4% 39.7% 42.6% 50.1% 61.5% 73.9%

65～74歳 20.2% 18.6% 19.3% 19.2% 20.0% 23.7% 32.8%

75歳以上 23.9% 16.8% 20.4% 23.4% 30.1% 37.8% 41.1%

3,674 355 1,325 759 503 461 271

5,292 540 1,907 1,100 694 639 412

うち独居 2,114 179 761 430 317 293 134

62 5 11 19 12 13 2

20 1 2 9 1 5 1
週１元気アップ体操等
(把握分)

高齢者人口

高齢化率

人口

高齢者のみ世帯数

高齢者のみ世帯の人数

いきいきサロン会場数

リスク割合 回答数 リスク割合 回答数 リスク割合 回答数 リスク割合 回答数 リスク割合 回答数 リスク割合 回答数 リスク割合 回答数

運動器 11.8% 3,334 9.1% 441 11.2% 892 10.7% 791 12.5% 504 16.7% 450 12.0% 225

転倒 24.6% 3,334 22.4% 441 23.3% 892 26.4% 791 27.8% 504 25.6% 450 17.3% 225

栄養 14.6% 3,111 12.8% 414 13.7% 838 16.8% 740 13.8% 472 13.7% 410 18.4% 207

閉じこもり 10.9% 3,334 7.5% 441 9.5% 892 7.0% 791 9.7% 504 15.8% 450 30.2% 225

口腔 17.9% 3,334 17.2% 441 16.7% 892 18.0% 791 19.0% 504 18.0% 450 20.4% 225

認知機能 34.9% 3,334 34.2% 441 33.1% 892 35.0% 791 34.9% 504 39.6% 450 34.2% 225

うつ 26.6% 3,334 24.3% 441 27.4% 892 26.4% 791 24.6% 504 28.4% 450 27.6% 225

虚弱 5.8% 3,111 3.6% 414 4.7% 838 6.2% 740 6.1% 472 8.3% 410 7.2% 207

手段的自立度 13.4% 3,334 12.7% 441 11.4% 892 13.0% 791 11.9% 504 18.4% 450 17.3% 225

知的能動性 45.1% 3,334 43.1% 441 43.2% 892 40.8% 791 40.5% 504 50.9% 450 72.9% 225

社会的役割 45.4% 3,334 46.9% 441 47.1% 892 45.0% 791 45.6% 504 42.2% 450 44.0% 225

生活機能総合評価 18.8% 3,334 17.2% 441 16.6% 892 17.2% 791 17.9% 504 21.1% 450 34.2% 225

保戸島・無垢島

は、市平均より高い数値を示す

市平均 千怒小 津久見小 青江小 堅徳小 日代・四浦

小地域名 市全体 千怒小 津久見小 青江小 堅徳小 日代・四浦 保戸島・無垢島

割合 47.6 48.6 45.6 49.3 51.5 49.4 37.0

回答者数 3,102 414 842 743 468 401 200
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 図表 スポーツ・趣味の会年数回以上参加者割合  

≪前期高齢者≫                 ≪後期高齢者≫ 

  

 

 

 

 

 

図表 運動機能低下者割合 

≪前期高齢者≫                 ≪後期高齢者≫ 

 

 

 

 

 

 

図表 グル―プ活動への参加意向がある者の割合 

 

 

 

 

 

 

図表 グループ活動(企画・運営)へ参加意向がある者の割合 

 

 

 

 

 

 

図表 通いの場参加者割合 

 

 

 

 

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 堅徳小 46.5 200 41.3 17.1 46.5

2 千怒小 46.2 212 41.3 17.1 46.5

3 青江小 45.7 337 41.3 17.1 46.5

4 津久見小 36.9 471 41.3 17.1 46.5

5 日代・四浦 33.1 157 41.3 17.1 46.5

6 保戸島・無垢島 17.1 70 41.3 17.1 46.5

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 青江小 51.0 257 36.3 22.0 51.0

2 千怒小 46.5 129 36.3 22.0 51.0

3 堅徳小 39.9 178 36.3 22.0 51.0

4 津久見小 32.7 199 36.3 22.0 51.0

5 日代・四浦 29.5 122 36.3 22.0 51.0

6 保戸島・無垢島 22.0 59 36.3 22.0 51.0

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 日代・四浦 57.2 369 53.9 48.3 57.2

2 青江小 55.5 704 53.9 48.3 57.2

3 千怒小 54.1 390 53.9 48.3 57.2

4 津久見小 53.7 787 53.9 48.3 57.2

5 堅徳小 52.7 427 53.9 48.3 57.2

6 保戸島・無垢島 48.3 176 53.9 48.3 57.2

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 千怒小 45.4 381 39.2 37.4 45.4

2 青江小 41.5 685 39.2 37.4 45.4

3 日代・四浦 39.5 349 39.2 37.4 45.4

4 津久見小 38.9 772 39.2 37.4 45.4

5 堅徳小 37.8 415 39.2 37.4 45.4

6 保戸島・無垢島 37.4 171 39.2 37.4 45.4

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 日代・四浦 27.1 329 18.2 10.5 27.1

2 青江小 26.7 660 18.2 10.5 27.1

3 堅徳小 20.6 402 18.2 10.5 27.1

4 千怒小 15.7 356 18.2 10.5 27.1

5 保戸島・無垢島 10.9 137 18.2 10.5 27.1

6 津久見小 10.5 712 18.2 10.5 27.1

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 保戸島・無垢島 8.7 103 7.1 4.9 8.7

2 日代・四浦 7.7 209 7.1 4.9 8.7

3 津久見小 7.1 553 7.1 4.9 8.7

4 青江小 7.0 400 7.1 4.9 8.7

5 堅徳小 5.0 241 7.1 4.9 8.7

6 千怒小 4.9 244 7.1 4.9 8.7

順位 小地域名 今回 回答者数 中央値 最小値 最大値

1 日代・四浦 25.7 230 17.2 14.7 25.7

2 堅徳小 20.0 255 17.2 14.7 25.7

3 津久見小 19.0 321 17.2 14.7 25.7

4 保戸島・無垢島 15.4 117 17.2 14.7 25.7

5 青江小 15.1 384 17.2 14.7 25.7

6 千怒小 14.7 190 17.2 14.7 25.7
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ア）千怒小校区（千怒区） 

【特徴や強み、取組の方向性】 

前期高齢者の割合が高く、高齢者のみ世帯も少ない地域です。 

要介護リスク割合をみると「認知機能」「うつ」「転倒」の割合が高くなっていますが、市平均

を下回っています。「社会的役割」のみ市平均を上回っています。 

「スポーツ・趣味の会年数回以上参加者割合」においては、前期・後期高齢者ともに６地域中

２位と高く、千怒小校区の強みと言えます。今後、前期高齢者の社会参加を推進していく必要が

あることから、千怒小校区の取組を手掛かりにしていく必要があります。 

 

イ）津久見小校区 

【特徴や強み、取組の方向性】 

要介護リスク割合をみると「認知機能」「うつ」「転倒」の割合が高くなっており、特に「うつ」

は市の平均を上回っています。また、「運動機能低下者割合」も高くなっています。「運動機能低

下者割合」は、「スポーツ・趣味の会参加者割合」と相関関係があると言われているため、今後、

通いの場等を地域や生活支援コーディネーター等と協働して推進していく必要があります。 

 

ウ）青江小校区 

【特徴や強み、取組の方向性】 

要介護リスク割合をみると「認知機能」「うつ」「転倒」の割合が高くなっており、特に「転倒」

「栄養」「口腔」「認知機能」「虚弱」の割合は市の平均を上回っています。日常生活リスク者割合

（手段的自立度、知的能動性、社会的役割、生活機能総合評価）は市の平均を下回っており、ま

た「幸福感がある者の割合」は市平均より高いことが青江小校区の強みです。さらに、後期高齢

者においては、スポーツの会、趣味の会、通いの場等の社会参加の割合が高く、これも青江小校

区の強みであると考えます。 

 

エ）堅徳小校区 

【特徴や強み、取組の方向性】 

要介護リスク割合をみると「認知機能」「うつ」「転倒」の割合が高くなっており、特に「運動

器」「転倒」「口腔」「虚弱」の割合は市の平均を上回っています。後期高齢者の運動器機能低下者

割合が６地区中２位と高くなっています。一方で、「幸福感がある者の割合」と前期高齢者の「ス

ポーツ・趣味の会年数回以上参加者割合」が市内で一番高いことが堅徳小校区の強みと言えます。

このことから堅徳小校区の取組を手掛かりにしていく必要があります。 
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オ）日代・四浦 

【特徴や強み】 

要介護リスク割合をみるとほとんどの項目で市の平均を上回っています。これは高齢化率、特

に後期高齢化率が高いことが影響していると考えられます。特に市の課題である「運動機能低下

者割合」については前期・後期高齢者ともに高くなっています。「運動機能低下者割合」は、「ス

ポーツ・趣味の会参加者割合」と相関関係があると言われているため、「グループ活動で参加意向

がある者の割合」「通いの場への参加者割合」の高さを活かし、既存のグループ活動支援とともに

新たな活動支援の検討をするなど、生活支援コーディネーター等と協働して推進していく必要が

あります。 

 

カ）保戸島・無垢島 

【特徴や強み、取組の方向性】 

要介護リスク割合をみるとほとんどの項目で市の平均を上回っています。これは高齢化率、特

に後期高齢化率が高いことが影響していると考えられます。特に市の課題である「運動機能低下

者割合」については前期・後期高齢者ともに高くなっています。「運動機能低下者割合」は、「ス

ポーツ・趣味の会参加者割合」と相関関係があると言われています。保戸島・無垢島については、

「グループ活動で参加意向がある者の割合」「企画・運営への参加意向がある者の割合」が低いた

め、地域特性を踏まえながらきっかけづくりを生活支援コーディネーター等と協働して推進して

いく必要があります。 
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37.0%

23.2%

21.7%

18.8%

18.1%

17.4%

13.8%

8.7%

4.3%

3.6%

2.9%

2.9%

2.2%

30.4%

2.2%

2.9%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

認知症

心疾患（心臓病）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

脳血管疾患（脳卒中）

変形性関節疾患

糖尿病

呼吸器疾患

悪性新生物（がん）

腎疾患（透析）

膠原病（関節リウマチ含む）

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

その他

なし

わからない

無回答 （n=138）

1.0

1.0

6.2 25.8 33.0 17.5 14.4 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=97）

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 無回答

（４）在宅介護実態調査 

①要介護者が抱えている傷病 

要介護者が抱えている傷病については、「認知症」が 37.0％と最も高く、次いで

「心疾患（心臓病）」の 23.2％、「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）」

の 21.7％となっています。 
 

図表 要介護者が抱えている傷病 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

②主な介護者の年齢 

主な介護者の年齢については、「60 代」が 33.0％と最も高く、次いで「50 代」の

25.8％、「70 代」の 17.5％となっています。70 歳以上が全体の 31.9%を占めてい

ます。 
 

図表 主な介護者の年齢 
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30.9%

24.7%

13.4%

29.9%

25.8%

38.1%

30.9%

78.4%

51.5%

37.1%

2.1%

85.6%

88.7%

75.3%

5.2%

1.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排せつ

夜間の排せつ

食事の介助（食べるとき）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答 （n=97）

13.3%

18.1%

1.2%

21.7%

2.4%

1.2%

13.3%

22.9%

8.4%

33.7%

0.0%

14.5%

21.7%

6.0%

12.0%

14.5%

3.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日中の排せつ

夜間の排せつ

食事の介助（食べるとき）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないとわからない

無回答 （n=83）

③主な介護者が行っている介護 

在宅介護の主な介護者が行っている介護については、「その他の家事（掃除、洗濯、

買い物等）」が 88.7％と最も高く、次いで「食事の準備（調理等）」の 85.6％、「外

出の付き添い、送迎等」の 78.4％となっています。 
 

図表 在宅介護の主な介護者が行っている介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④主な介護者が不安に感じる介護 

在宅介護の主な介護者が不安に感じる介護については、「認知症状への対応」が

33.7％と最も高く、次いで「外出の付き添い、送迎等」の 22.9％、「入浴・洗身」と

「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」の 21.7％となっています。 
 

図表 要介護度別・介護者が不安に感じる介護 
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46.4 23.9 22.5 7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=138）

検討していない 検討中 申請済み 無回答

⑤施設等の検討の状況 

施設等の検討の状況については、「検討していない」が 46.4％、「検討中」又は「申

請済み」と回答した方も 46.4％となっています。 

図表 施設等の検討の状況 
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76.4 3.6

0.8

19.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=530）

自宅等に居住／生活上の問題はない

自宅等に居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活上の問題はない

（５）在宅生活改善調査 

①在宅での生活が難しくなっている利用者 

現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者の割合は「自宅等に居住/生

活の維持が難しい」が 3.6％、「サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住/生活の

維持が難しい」が 0.8%、合計 4.4%となっています。 

世帯類型でみると「独居」が 34.8％、「夫婦のみ世帯」が 30.3％、居所は「自宅

(持家)」が高くなっています。 

図表 現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者 

 

 

 

 

 

 

図表 在宅での生活の維持が難しくなっている利用者の属性 
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26.1%

26.1%

13.0%

4.3%

21.7%

34.8%

13.0%

4.3%

41.7%

33.3%

25.0%

0.0%

8.3%

33.3%

0.0%

0.0%

9.1%

18.2%

0.0%

9.1%

36.4%

36.4%

27.3%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

本人が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽ

の利用を望まないから

生活不安が大きいから

居住環境が不便だから

本人が介護者の負担の軽減を望むから

費用負担が重いから

その他､本人の意向等があるから

該当なし

無回答

全体（n=23） 要支援１～要介護２（n=12） 要介護３～要介護５（n=11）

56.5%

17.4%

34.8%

21.7%

8.7%

13.0%

21.7%

21.7%

0.0%

50.0%

25.0%

25.0%

16.7%

0.0%

16.7%

8.3%

33.3%

0.0%

63.6%

9.1%

45.5%

27.3%

18.2%

9.1%

36.4%

9.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護者の介護に係る不安･負担量の増大

介護者が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽ

の利用を望まないから

家族等の介護等技術では対応が困難

費用負担が重いから

家族等の就労継続が困難になり始めたから

本人と家族等の関係性に課題があるから

その他､家族等介護者の意向等があるから

該当なし

無回答

全体（n=23） 要支援１～要介護２（n=12） 要介護３～要介護５（n=11）

②在宅での生活が難しくなっている理由 

在宅での生活の維持が難しくなっている理由について、本人の意向に属する理由

では、「その他、本人の意向等があるから」が 34.8%と最も高くなっています。 

家族等介護者の意向・負担等に属する理由では「介護者の介護に係る不安・負担量

の増大」が 56.5%と最も高くなっています。 

図表 生活の維持が難しくなっている理由 

（本人の意向に属する理由、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図表 生活の維持が難しくなっている理由 

（家族等介護者の意向・負担等に属する理由、複数回答） 
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0

2

1

7

2

2

0

2

5

0 2 4 6 8

必要な支援の発生・増大

必要な身体介護の発生・増大

認知症の症状の悪化

医療的ケア・医療処置の必要性の高まり

上記以外の状態像の悪化

状態等の改善

必要な居宅サービスを望まなかったため

費用負担が重くなった

その他

（６）居所変更実態調査 

①退去者の状況 

過去１年間の退去・退所者に占める居所変更・死亡の割合をみると、看取りまでで

きている割合が高い施設は「地域密着型特定施設入居者生活介護」が 85.7％と最も

高くなっています。 

 
図表 過去１年間の退去・退所者に占める居所変更・死亡の割合 

サービス種類別 居所変更 死亡 合計 
住宅型有料老人ホーム 

（n=2） 
25 人 1 人 26 人 
96.2% 3.8% 100.0% 

軽費老人ホーム 
（n=0） 

0 人 0 人 0 人 
0.0% 0.0% 0.0% 

サービス付き高齢者向け住宅 
（n=0） 

0 人 0 人 0 人 
0.0% 0.0% 0.0% 

グループホーム 
（n=2） 

8 人 0 人 8 人 
100.0% 0.0% 100.0% 

特定施設入居者生活介護 
（n=0） 

0 人 0 人 0 人 
0.0% 0.0% 0.0% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 
（n=1） 

1 人 6 人 7 人 
14.3% 85.7% 100.0% 

介護老人保健施設 
（n=2） 

134 人 0 人 134 人 
100.0% 0.0% 100.0% 

療養型・介護医療院 
（n=0） 

0 人 0 人 0 人 
0.0% 0.0% 0.0% 

特別養護老人ホーム 
（n=1） 

15 人 0 人 15 人 
100.0% 0.0% 100.0% 

地域密着型特別養護老人ホーム 
（n=0） 

0 人 0 人 0 人 
0.0% 0.0% 0.0% 

合計 
（n=8） 

183 人 7 人 190 人 
96.3% 3.7% 100.0% 

 

②居所変更した理由について 

居所変更した理由については、「医療的ケア・医療処置の必要性の高まり」を挙げ

た施設が最も多くなっています。 

図表 居所変更した理由（n=8 複数回答） 

 

   

（施設） 
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0.5%

1.5%

7.1%

5.9%

3.1%

1.5%

0.5%

0.5%

1.0%

7.1%

5.9%

2.5%

1.0%

0.3%

0.5%

6.1%

12.7%

14.5%

21.6%

20.9%

3.6%

0.5%

3.8%

8.9%

8.9%

13.0%

7.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）

0.0%

1.2%

4.9%

1.2%

2.4%

0.0%

0.0%

1.2%

4.9%

1.2%

1.2%

0.0%

1.2%

6.1%

12.2%

20.7%

37.8%

12.2%

3.7%

9.8%

4.9%

11.0%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）

（７）介護人材実態調査 

①職員年齢 

性別・年齢別職員をみると、全サービスで「女性」の割合が高く、年齢別でみると

「50 代」、「60 代」を中心とした年齢配分となっています。 

サービス別では、訪問系の性別年齢別職員は「女性」、「60 歳以上」が全体の 50%

を占めており、今後、人材不足が予想されます。 

 

図表 性別・年齢別の雇用形態の構成比（全サービス系統合計、n=393） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 性別・年齢別の雇用形態の構成比（訪問系、n=82） 
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75.8%

90.9%

69.7%
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63.6%
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91.7%

83.3%
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70.0%

80.0%

60.0%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

飲食料や生活必需品など必要な物資

の備蓄・調達状況の確認を行っている

避難訓練を実施している

災害に関する具体的な計画を策定している

その他

全体（n＝33） 施設・居住系（n＝11） 通所系（n＝12） 訪問系（n＝10）

 ②訪問介護サービス提供時間の内容別の内訳 

訪問介護サービス提供時間の内容別の割合をみると、介護給付では「身体介護」

が最も高く、次いで「その他生活援助」となっています。 

一方、予防給付・総合事業では「その他生活援助」が最も高くなっています。 

今後、国は要介護１・２の生活援助サービスの市区町村移行も予定していること

から、これに対応できる人材の確保が必要となってきます。 
 

図表 訪問介護のサービス提供時間の内容別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③災害に対する備え 

災害に対する備えについて、全体では「避難訓練を実施している」が 90.9％と最

も高く、次いで「飲食料や生活必需品など必要な物資の備蓄・調達状況の確認を行

っている」の 75.8％となっています。 

各サービス種別でみても「避難訓練を実施している」が最も高くなっています。 
  

図表 各サービス別の災害に対する備え 
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9.1
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39.4
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48.5

27.3
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60.0
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9.1
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全体（n＝33）

施設・居住系（n＝11）

通所系（n＝12）

訪問系（n＝10）

既に受け入れている いずれは受け入れたい 受け入れるつもりはない 無回答

 ④感染症に対する備え 

感染症に対する備えについて、全体では「消毒液や防護服など必要な物資の備蓄・

調達・輸送体制を整備している」が 93.9％と最も高く、次いで「感染症に対する研

修を実施している」の 87.9％となっています。各サービス種別においても同様に高

い割合となっています。 

一方、各サービス種別共に「発生時に備えた事業所間連携を含む応援体制を構築

している」が 30％前後と低い割合になっています。 

 

図表 各サービス別の感染症に対する備え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤外国人介護人材の受け入れ 

外国人介護人材の受け入れについて、全体では「受け入れるつもりはない」が

48.5％と最も高く、次いで「いずれは受け入れたい」の 39.4％となっています。 

各サービス種別にみると、施設・居住系では「いずれは受け入れたい」が 36.4％

と最も高く、通所系と訪問系では、「受け入れるつもりはない」が約６割となってい

ます。 

図表 外国人介護人材の受け入れ 
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発生時に備えた事業所間連携を

含む応援体制を構築している
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 ⑥外国人介護人材に求める要件  

外国人介護人材に求める要件について、全体では「日本語の習得レベル」が 78.8％

と最も高く、次いで「人柄」の 75.8％となっています。 

各サービス種別にみると、施設・住居系では「人柄」が 81.8％と最も高く、通所

系では「人柄」、「日本語の習得レベル」、「意欲・やる気」が 83.3％、訪問系では「日

本語の習得レベル」が 80.0％と最も高くなっています。 
 

図表 外国人介護人材に求める要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）介護人材確保に向けて、津久見市が連携・協力できることについて 

・人件費増に対応する為の報酬手当や市外、県外の方を受け入れる住宅の手当の支給 

・雇用促進事業にて津久見市が介護職養成講座を開講し、資格取得したら各事業所へ  

派遣する制度の創設。 

・市報への求人欄開設や雇用フェアの企画などを行う。 

・新型コロナ等で施設職員が出勤できなくなるような状況になった場合、人材を融通し

合ったり派遣をしたりできるハブ的な機関を設立する。 

・介護現場が定年退職後の再就職先として考えることが出来る機会の創設。 

・ヘルパー講座を市内で開校して、市内で 2 年間就業期間を設けるなどを条件に雇用補

助を行って欲しい。 

・訪問は敬遠されがちなので、1 週間体験などを実施して欲しい。 
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３ 現行計画評価 

（１）第 7 期高齢者福祉施策・事業評価 

第７期津久見市高齢者保健福祉計画に定める５つの基本目標の各事業指標について、

所管課による自己評価を行いました。 

 

■ころばん教室 

市内に住民票がある 65 歳以上で要支援・要介護の認定を受けていない方を対象と

し、運動や体操、レクレーション等を通して、健康づくりや介護予防に取り組む教室

です。 
 

図表 ころばん教室 目標値と実績値 

ころばん教室 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

参加延べ人数 
目標値(人) 3,800 3,800 3,800 

実績値(人) 4,263 4,685 － 

 

■訪問型サービス 

要支援者等の居宅において、介護予防を目的として、訪問介護員等により入浴、排

せつ、食事等の身体介護や生活援助を行います。また、短時間の生活援助といったサ

ービス内容も含まれます。 
 

図表 訪問型サービス 目標値と実績値 

訪問型サービス 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

延べ利用者数 
目標値(人) 1,100 1,100 1,100 

実績値(人) 958 730 － 

 

■通所型サービス 

要支援者等を対象に、介護予防を目的として、通所により、当該施設において一定

の期間、入浴、排せつ、食事等の介護等の日常生活上の支援及び機能訓練を行います。 
 

図表 通所型サービス 目標値と実績値 

通所型サービス 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

延べ利用者数 
目標値(人) 840 840 840 

実績値(人) 1,050 802 － 
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■しゃんしゃん教室 

要支援者等を対象に、介護予防を目的として、体操や筋力トレーニングにより身体

機能の向上を目指す教室です。個々に合わせた運動メニューの提案や、リハビリ専門

職による指導も行います。 
 

図表 しゃんしゃん教室 目標値と実績値 

しゃんしゃん教室 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

延べ利用者数 
目標値(人) 50 50 50 

実績値(人) 7 22 － 

 

■介護予防ケアプラン作成 

要支援者等を対象に、介護予防を目的として、どのような予防ケアが必要か、どの

ようなサポートが必要かを記します。主に、訪問型サービス、通所型サービス、生活

支援型サービスの利用が、利用者の状況に合わせて計画されます。 
 

図表 介護予防ケアプラン作成 目標値と実績値 

介護予防ケアプラン作成件数 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

作成件数 
目標値(件) 2,600 2,600 2,600 

実績値(件) 2,413 2,074 － 

 

■ふれあいいきいきサロン 

地域の中で安心して暮らしていくために、住民同士のつながりや絆を深めること、

高齢者などの孤立や閉じこもりの予防、生きがいづくりなどを目的として、誰もが気

軽に参加できる、地域の人々が主体となって運営する活動です。 
 

図表 ふれあいいきいきサロン 目標値と実績値 

ふれあいいきいきサロン 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

参加延べ人数 
目標値(件) 10,000 10,000 10,000 

実績値(件) 9,486 8,821 － 

 

■食の支援事業(保戸島配食サービス) 

保戸島で暮らす一人暮らし又は、高齢者のみの世帯などで、心身の障がいや傷病な

どにより調理が困難となり、低栄養となる恐れがある者を対象に、栄養バランスのと

れた食事を自宅まで届けるサービスです。保戸島の高齢化率は 60％以上であるため、

食事から健康寿命の延伸をしていきます。 
 

図表 食の支援事業(保戸島配食サービス) 目標値と実績値 

食の支援事業(保戸島配食サービス) 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

延べ利用人数 
目標値(人) 400 400 400 

実績値(人) 343 248 － 
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■総合相談支援業務 

高齢者が安心して生活を続けられるようにするためには、介護保険サービスだけ

でなく、地域のさまざまな社会資源を活用した支援が必要になります。社会福祉士が

中心となり、関係機関のネットワークを活かしながら、総合相談・支援を通じて、制

度の垣根を越えた横断的・多面的な援助を実現します。 
 

図表 総合相談支援業務 目標値と実績値 

総合相談支援業務 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

相談件数 
目標値(件) 960 960 960 

実績値(件) 1,012 1,226 － 

 

■権利擁護事業 

地域の住民、民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分に問題が解決でき

ない、適切なサービス等につながる方法が見つからない等の困難な状況にある高齢

者が、地域において尊厳のある生活を維持し、安心して生活を行うことができるよ

う、専門的・継続的な視点から、高齢者の権利擁護のため必要な支援を行います。 
 

図表 成年後見制度 目標値と実績値 

成年後見制度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

利用件数 
目標値(件) 10 10 10 

実績値(件) 3 1 － 

 

■認知症カフェ 

認知症の方やその家族、地域住民や専門職等誰もが参加でき、お茶を飲みながら交

流する場です。家族の方が他の介護者と交流することや、専門職や地域の方と情報共

有することで、介護者の負担軽減にもつながります。 
 

図表 認知症カフェ 目標値と実績値 

認知症カフェ 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

開催件数 
目標値(回) 18 18 18 

実績値(回) 12 12 － 

参加延人数 
目標値(人) 450 450 450 

実績値(人) 301 218 － 
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■地域ケア会議の推進 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地

域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把握等を推進します。 
 

図表 地域ケア会議 目標値と実績値 

地域ケア会議 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

開催件数 
目標値(回) 26 26 26 

実績値(回) 20 19 － 

検討件数 
目標値(件) 78 78 78 

実績値(件) 46 38 － 

 

■要介護認定の適正化の推進 

要介護認定調査の適正化を図るため、調査員指導担当者による点検を全件行うと

ともに、認定調査員現任研修や検討会などを開催し、月１回以上の調査員指導担当者

との定例連絡会などを実施し、要介護認定のばらつきの是正といった認定調査員の

資質向上に努めます。 
 

図表 要介護認定の適正化 目標値と実績値 

要介護認定の適正化 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

調査員指導担当者による

点検の実施率 

目標値(％) 100 100 100 

実績値(％) 100 100 － 

調査員指導担当者を対象

とした研修会等実施回数 

目標値(回) 15 15 15 

実績値(回) 15 15 － 

 

■ケアプランの点検 

ケアプランの点検には専門的な知識を必要とするため、保険者独自のチェックが

行われていない現状があります。今後も専門職を採用し、引き続き介護保険サービス

やケアマネジメントの質の向上を図るため、ケアプランの点検強化を推進します。 
 

図表 ケアプランの点検 目標値と実績値 

ケアプランの点検 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

市内事業所に対するケア

プラン点検の実施率 

目標値(％) 10.0 20.0 30.0 

実績値(％) 25.4 24.9 － 
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■住宅改修等の点検 

受給者の状態にそぐわない不適切又は不要な住宅改修等を是正し、適正な利用を

促すため、申請時に点検を行い、必要に応じて訪問調査等を行います。 
 

図表 住宅改修等の点検 目標値と実績値 

住宅改修等の点検 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

住宅改修施工前の申請内

容点検実施率 

目標値(％) 100 100 100 

実績値(％) 100 100 100 

不適切または不要と思わ

れる住宅改修の申請に対

する訪問調査の実施率 

目標値(％) 100 100 100 

実績値(％) 100 100 － 

 

■縦覧点検・医療費情報との突合 

国民健康保険団体連合会との連携により、サービスの整合性等の点検を行います。 
 

図表 縦覧点検・医療費情報との突合 目標値と実績値 

縦覧点検・医療費情報との突合 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

国民健康保険団体連合会

との連携による縦覧点検

の実施率 

目標値(％) 100 100 100 

実績値(％) 100 100 100 

医療情報との突合回数 
目標値(回) 12 12 12 

実績値(回) 12 12 － 

 

■介護給付費の通知 

介護・介護予防サービスを利用している被保険者に対して、被保険者自身がどのよ

うなサービスをどれくらい利用したかを知らせるとともに、介護保険に対する理解

を深めていただくため、介護給付費通知書の発送を行います。 
 

図表 介護給付費の通知 目標値と実績値 

介護給付費の通知 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

被保険者に対する介護給

付通知書の発送回数 

目標値(回/年) 1 1 1 

実績値(回/年) 1 1 1 
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（２）主要５指標の評価 

主要な５指標（第１号被保険者数、要介護認定者数、要介護認定率、総給付費、第１号被保

険者１人あたり給付費）の実績及び対計画比をみると、平成 30（2018）年度及び令和元（2019）

年度ともに、すべての指標において計画値を上回っている状況にあります。 

サービス別給付費を平成 28（2016）年度と令和元（2019）年度を比較すると、施設サービ

スが約 12%増加、居住系サービスが約 16%増加、在宅サービスが約 18%増加しています。 

第 1 号被保険者 1 人あたり給付費は、各サービス給付費の増加に伴い、平成 28（2016）年

度と令和元（2019）年度を比較すると約 15%増加しています。 

 

図表 主要５指標の対計画比 

区 分 

第７期 計画値 第７期実績値 
対計画比 

(実績値/計画値) 

累計 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 累計 平成 30 年度 令和元年度 累計 
平成 

30 年度 

令和 

元年度 

第 1 号被保険者数(人) 22,328  7,457  7,462  7,409  15,153  7,570  7,583  67.9% 101.5% 101.6% 

要介護認定者数(人) 3,934  1,295  1,312  1,327  2,691  1,355  1,336  68.4% 104.6% 101.8% 

要介護認定率(%) 17.6  17.4  17.6  17.9  17.8  17.9  17.6  100.8% 103.1% 100.2% 

総給付費(千円) 6,724,889  2,215,366  2,239,155  2,270,368  4,836,763  2,363,771  2,472,992  71.9% 106.7% 110.4% 

 施設サービス(千円) 2,458,733  819,333  819,700  819,700  1,759,846  851,481  908,365  71.6% 103.9% 110.8% 

 居住系サービス(千

円) 

909,860  296,701  305,292  307,867  658,206  328,323  329,883  72.3% 110.7% 108.1% 

 在宅サービス(千円) 3,356,296  1,099,332  1,114,163  1,142,801  2,418,711  1,183,967  1,234,744  72.1% 107.7% 110.8% 

第 1 号被保険者 

1 人あたり給付費(円) 
301,186  297,085  300,074  306,434  319,195  312,255  326,123  106.0% 105.1% 108.7% 

【実績値】「第 1 号被保険者数」、「要介護認定者数」、「要介護認定率」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9 月月報。 

「総給付費」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元(2019)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値 

※「第 1 号被保険者 1 人あたり給付費」は「総給付費」を「第 1 号被保険者数」で除して算出 

 

図表 過去５年間のサービス別給付費及び第 1 号被保険者 1 人あたり給付費 
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４ 第８期計画に向けた課題 

高齢者に係る統計資料や各種アンケート調査結果及び第７期計画の評価から、第８期計画

における課題について、以下のようにまとめました。 

（１）介護予防・健康づくりへの取組 

本市の高齢者人口は、令和２年には減少傾向に転じ、年齢別人口構成をみても、今後、

大きな高齢者人口の増加はないと予想される一方、高齢化率、高齢者に占める後期高齢

者割合は高くなることが予想され、これに伴い要支援・要介護認定者も横ばいで推移す

ることが見込まれます。 

高齢者の誰もが継続して介護予防に取り組むには、高齢者が容易に通える範囲に通い

の場がある必要があり、住民が主体となって運営することで、継続的な介護予防の取組

となります。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果では、住民主体の通いの場の参加意向につい

て、参加者として参加したいと回答された方が 46.7%、お世話役として参加したい方

が 33.7%いることから、これらの方に他地域の取組状況や効果などを情報提供し、通

いの場へと巻き込む取組が必要です。 

また、現在治療中または後遺症のある病気に

ついて介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果

より「高血圧」が最も高く、さらに、在宅介護

実態調査より本人が抱えている傷病について

「認知症」、「心疾患」の割合が高くなっていま

す。 

「認知症」、「心疾患」、「高血圧」などは、生

活習慣病に関係する疾患であり、住民の健康へ

の関心を高め、各種検診事業との連携した介護

予防事業が必要不可欠であると考えられます。 
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（２）地域活動への参加、生活支援サービスの充実 

高齢化が一層進む中、高齢者が地域活動に積極的に参加することは、より自分らしく

生きがいのある生活を送る必要があります。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果では、地域活動への参加状況について、いず

れの活動においても、不参加者の割合が最も高くなっています。 

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って社会参加できるよう、経験や知識を活か

して活躍できる就業環境やボランティア活動参加を支援する必要があります。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果より、本市の高齢者のみ世帯割合は、

64.4%(うち一人暮らし世帯は 16.9%)となっています。 

今後、さらに充実させた方が良いと考える施策について、「外出支援（バス・タクシー

などの移動手段の確保）」、「高齢者の在宅での生活を支援するサービス」が挙げられて

おり、在宅介護実態調査においても、「その他家事」、「外出支援」などの生活支援サービ

スが挙げられています。 

今後、多様化する高齢者ニーズについて、生活支援コーディネーターを中心として、

課題抽出・対応サービスを検討し、フォーマル・インフォーマルによる見守り支援や外

出支援サービス事業などの体制の構築・強化が必要になると考えられます。 

 

（３）医療・介護の連携 

国は第 8 期介護保険事業計画では、医療計画との整合を図るものとし、医療や介護が

必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、その地域

で人生の最期を迎えることができる環境を整備することが必要としています。 

居所変更実態調査より、介護サービス施設から居所変更した理由について「医療的ケ

ア・医療処置の必要性の高まり」が最も高くなっています。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果においても、身体が虚弱になって医療介護が

必要となったとき、主にどこで医療や介護を受けたいかについて、全体でみると「病院

等の医療機関への入院」が最も高く、次いで「自宅」となっており在宅医療と介護の連

携が重要となります。 

本市では、これまで地域ケア会議への医師の参加や津久見中央病院への相談窓口の設

置、医療介護資源マップの更新などを行い、在宅医療と介護の連携推進を行ってきまし

た。今後も、在宅医療の必要性が高まっていくことが予想され、二次医療圏域の市区町

村との連携や在宅医療サービスの提供体制を構築するなど、医療と介護の連携を進めて

いく必要があります。 
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（４）認知症施策の充実 

在宅介護の介護者の 31.9%は 70 歳以上であり、老々介護の実態が伺えます。 

要介護者が抱えている傷病は「認知症」の割合が最も高く、在宅介護の主な介護者が

不安に感じる介護（在宅介護限界点）としても「認知症への対応」の割合が最も高くな

っています。 

また、本市の要介護・要支援認定者の日常生活自立度をみると、見守りを必要とする

「ランクⅡ」以上及び介護サービスが必要となる「ランクⅢ」以上、ともに県平均と比

較して割合が高くなっており、認知症対策（情報窓口の周知や認知症サポーター養成）

の積極的な推進が必要と考えられます。 

 

（５）介護サービス提供体制の維持・確保 

本市の要支援・要介護１人当たりの「施設サービス」・「居住サービス」の利用定員数、

人口 10 万人あたりの「在宅サービス」事業所数は、全国平均を上回っており、他市町

村と比較し介護サービスの提供体制は概ね整っていると考えられます。 

本市の第１号保険者１人当たり給付月額をみると、全国や県平均と比較し「施設及び

居住系サービス」に偏ったサービス提供体制となっています。 

施設系サービスを中心とする要因としては、高齢者の一人暮らし世帯割合が高いこと

や老々介護の割合が高いことなどから、在宅サービスより施設・居住系サービスへの利

用意向が早い段階であると考えられ、在宅介護実態調査においては「検討中」、「申請済

み」と回答した方は 46.4%おられます。 

今後、高齢者人口は減少し、認定者数は横ばいで推移することが予想されることから、

現在の施設サービスの基盤を維持しながら、介護予防、重度化防止に取り組む必要があ

ると考えられます。 

介護人材確保について、介護人材実態調査より、訪問系サービスの職員の 50%は 60

歳以上となっており、訪問系介護人材の確保対策が必要と考えられます。 

本市では、外国人人材の受け入れを積極的に行っており、外国人人材受け入れについ

て、「既に受け入れている」、「いずれは受け入れたい」を併せると全体で 48.5%の事業

所が受け入れを希望しており、特に「施設・居住系」での希望が強くなっています。 



 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本理念、基本目標 
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１ 基本理念 

国の基本指針では、第６期（平成 27（2015）年度～29（2017）年度）以降の市町村介護

保険事業計画は、「地域包括ケア計画」と位置付け、令和７（2025）年を目途に、高齢者の尊

厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地

域包括ケアシステム）の構築を推進しています。 

本市は「津久見市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画」の中で「健やかな暮らし

を支えあう思いやりのまち」を基本理念に掲げ、本市に住む人々が、生涯に渡って心身とも

に健康で、生きがいや楽しみのある充実した生活を送り、介護が必要になっても一人ひとり

が尊厳を持ちながら、誇りと自信に満ちて住み続けられるまちづくりを展開してきました。 

この基本理念は、令和７（2025）年までの中⾧期的な視野にあたり、地域の人材や社会資

源を活かして地域の将来の姿を踏まえたまちづくりの普遍的な目標であると考えられます。 

第８期計画においても、地域包括ケアシステムの基本

理念である高齢者が住み慣れた地域で安心して自立し

た生活を継続して営むことができるよう、「住まい」、「介

護予防・生活支援」、「医療・看護」、「介護・リハビリテ

ーション」、「保健・福祉」の５つのサービスを切れ目な

く提供する「地域包括ケアシステム」の構築が重要とな

ることから、これまでの基本理念を踏襲します。 

 

 

 

基本理念 

 

 

 

 

   

 

  

 

健やかな暮らしを支えあう 

思いやりのまち 

 

～ 住み慣れた地域で生きがいをもち、 

自分らしい生活を続けることができる ～ 

 

出典：平成 28(2016)年 3 月 地域包括ケア研究会報告書より 
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２ 基本目標 

本計画の基本理念に向けた取組を進めるために、６つの基本目標を掲げ、各施策を総合的

に推進していきます。 

 

（１）基本目標１ 地域包括ケアシステムの推進  

高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活を継続して営むことができるよう、

「住まい」、「介護予防・生活支援」、「医療・看護」、「介護・リハビリテーション」、「保

健・福祉」の５つのサービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の強化・

推進に地域包括支援センターが核となり取り組みます。 

 

（２）基本目標２ 自立支援、介護予防の取組の推進  

住み慣れた地域において、高齢者ができるだけ健康を保ち、元気にいきいきと暮らし

続けることができるよう、健康寿命の延伸に向け、体操や栄養に関する取組をさらに強

力に推進するとともに、介護予防・重度化防止の推進や生活支援の充実を図ります。 

 

（３）基本目標３ 医療・介護の連携強化  

医療と介護の両方を必要とする高齢者ができる限り住み慣れた地域で自分らしい生

活を続けられるよう、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築を図ります。 

 

（４）基本目標４ 認知症施策の充実   

認知症対策では、早期発見と認知症に対する周囲の理解が特に重要です。そのため、

早期に介入し早期受診へつなぐために必要な施策を強化するほか、認知症に対する理解

を深め、認知症の方やその家族を地域がみんなで支える体制づくりの充実を図ります。 

 

（５）基本目標５ 安全・安心な暮らしを共に支え合うまちづくりの推進   

住み慣れた地域において、安全かつ安心して暮らすことができるよう、関係機関が連

携して、高齢者の権利や生活を守る権利擁護の推進と高齢者虐待の防止や消費者被害の

防止、災害時における支援の取組等を進めるほか、どんな時でも地域における声かけや

見守り活動が十分に機能するために、高齢者の社会活動への参加を進めます。 

また、高齢者を取り巻く多様で複合的な地域生活課題に対する支援にあたり、包括的

な対応を関係機関や地域、専門機関等と緊密に連携して対応できるネットワークづくり

を構築し、地域共生社会の実現に向けた取組を進めます。 
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（６）基本目標６ 介護保険事業の効果的・効率的な推進   

介護や支援が必要になった時に、状態に応じて十分に適切な介護保険サービス等が受

けられるよう、引き続き認定審査の平準化やケアプランの質の向上を図り、質の高いサ

ービスの安定的な提供を図ります。 
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３ 施策体系 

 

基本目標１：地域包括ケアシステムの推進 

基本施策 取組 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

 

①総合相談支援 

②権利擁護事業 

③包括的、継続的ケアマネジメント支援 

④介護予防ケアマネジメント事業 

（２）地域ケア会議の推進  

 

基本目標２：自立支援・介護予防の取組の推進 

基本施策 取組 

（１）健康づくりの推進（第 2 期つくつく健康つくみ 21 の推進） 

（２）介護予防・日常生活支援サービス事業（総合事業） 

（３）一般介護予防事業（総合事業） 

 

①介護予防把握事業 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

（４）高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業 

 

基本目標３：医療・介護の連携強化 

基本施策 取組 

（１）医療・介護連携の推進 

 ①地域の医療・介護の資源の推進 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

③切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 

④医療・介護関係者の情報共有の支援 

⑤在宅医療・介護関係者に関する相談支援 

⑥医療・介護関係者の研修 

⑦地域住民への普及啓発 

⑧在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
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基本目標４：認知症施策の充実 

基本施策 取組 

（１）認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

 ①認知症サポーターの養成 

②オレンジカンパニー（認知症にやさしい企業・団体） 

③認知症に関する相談先の周知 

④認知症ケアパス 

（２）認知症における医療・介護等の連携 

 ①早期発見・早期診療に向けた取組 

②認知症初期集中支援推進事業 

③認知症地域支援推進員 

（３）認知症の方・介護者への支援 

 ①認知症カフェ 

②介護者のつどい 

③若年性認知症 

（４）地域支援体制の強化 

 ①認知症見守り緊急ネットワーク 

②認知症高齢者等に対する権利擁護の支援 

 

基本目標５：安全・安心な暮らしを共に支え合うまちづくりの推進 

基本施策 取組 

（１）地域・社会参加の促進 

 

①ボランティア活動の充実 

②介護予防ボランティアの育成・発掘 

③盛人クラブ等の活動支援 

④生涯学習の充実 

⑤スポーツ・レクリエーション活動の促進 

⑥シルバー人材センターの活用促進 

（２）高齢者福祉施策の充実 

 

①とぎの輪食堂事業 

②生活管理指導短期宿泊事業 

③食の支援事業 

④緊急通報システム事業 

⑤寝具類洗濯乾燥消毒サービス事業（ふとん丸洗い事業） 

⑥高齢者住宅整備資金貸付事業 

⑦高齢者住宅改造助成事業 

⑧日常生活用具給付事業 
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⑨はり・きゅう・あんま施術費助成事業 

⑩長寿祝品事業 

⑪家族介護支援事業 

⑫老人憩いの家 

（３）生活支援体制及び見守り体制の構築 

 

①地区社協との連携 

②つくみん安心見守りネットワーク 

③生活支援体制整備 

④介護予防推進員の育成 

⑤「安心お守りキット」の普及促進 

（４）高齢者の虐待防止の推進 

 
①高齢者の虐待防止 

②高齢者緊急一時保護事業 

（５）災害・感染症対策 

 
①災害対策 

②感染症対策 

 

基本目標６：介護保険事業の効果的・効率的な推進 

基本施策 取組 

（１）介護サービスの質の向上 

 ①サービス提供者に対する助言・指導 

②研修・講習に関する情報提供 

（２）介護給付の適正化等（介護給付等費用適正化事業） 

 ①要介護認定の適正化の推進 

②ケアプランの点検 

③住宅改修等の点検 

④縦覧点検・医療費情報との突合 

⑤介護給付費の通知 

（３）介護サービスの情報提供の充実 

（４）介護人材の確保 

（５）低所得者への支援 

 ①保険料における支援 

②社会福祉法人等による利用者負担軽減 

 



 

 

 

 

 

 

 

第４章 高齢者福祉施策の展開 
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１ 基本目標１ 地域包括ケアシステムの推進 

 

図表 津久見市地域包括ケアシステムのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活を継続して営むことができるよう、「住ま

い」、「介護予防・生活支援」、「医療・看護」、「介護・リハビリテーション」、「保健・福祉」の

５つのサービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の強化・推進に取り組みま

す。 
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（１）地域包括支援センターの機能強化 

【施策内容・取組】 

津久見市地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすこ

とができるよう地域包括ケアの推進に向けた中核的な機関です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①総合相談支援 

 地域の高齢者等に関する様々な相談を全て受け止め、適切な機関・制度・サービス

につなぎ、継続的にフォローします。関係機関とネットワークを構築し、ネットワー

クを通じた高齢者の心身の状況及び家庭環境等についての実態把握に努め、介護保険

サービスにとどまらない様々な情報提供や継続的・専門的な相談支援を行います。 

 また、支援等が必要な高齢者に対しては、早期から介入できる体制をさらに整えて

いきます。 

 

②権利擁護事業 

 高齢者に対する虐待の防止や早期発見のための事業その他の権利擁護のための事業

を行います。 
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③包括的、継続的ケアマネジメント支援 

 ケアプラン作成の支援や支援困難事例への指導・助言、医療機関や各種施設、ボラ

ンティアなどとの連携や協力体制の構築を行い、ケアマネジメントの後方支援に努め

ます。 

 

④介護予防ケアマネジメント事業 

 予防給付と介護予防事業のマネジメントを一体的に実施し、要介護状態となること

の予防及び悪化を防ぎます。 

 また、地域包括支援センター業務の適正運営を図るため、介護予防・日常生活支援

総合事業の利用支援（ケアマネジメント）業務の委託を行いやすい環境整備を推進し

ていきます。 

地域包括支援センター 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

総合相談 総件数 件 1,012 1,226 1,420 1,550 1,650 1,750 

抜粋 介護予防に関すること 件 117 302 290 300 300 300 

総合事業・介護申請に関する 

こと 
件 197 463 500 500 500 500 

認知症に関すること 件 114 254 285 300 300 300 

権利擁護に関すること 件 19 16 15 20 20 20 

成年後見に関する相談 件 14 26 20 25 25 25 

 

介護予防ケアマネジメント事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

介護予防ケアマネジメント数 件 1,350 900 850 900 950 1,000 
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（２）地域ケア会議の推進   

【施策内容・取組】 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地

域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把握等を推進します。 

現在、本市では、隔週の木曜日に定期的に地域ケア会議を実施しており、自立支援

に向けたケアプランの見直しや地域の実態、課題の把握に取り組んでいます。また、

地域ケア会議で抽出した課題を多職種間で共有し、不足している地域資源の創出や

地域づくりのための協議を行っています。 

 

地域ケア会議の推進 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①地域ケア会議開催回数 回 20 19 13 20 20 20 

②個別事例の検討件数 件 46 38 30 50 50 50 

 

図表 地域ケア会議の５つの機能と各事業 
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２ 基本目標２ 自立支援・介護予防の取組の推進 

（１）健康づくりの推進（第 2 期つくつく健康つくみ 21 の推進） 

【施策内容・取組】 

本市では、平成 31（2019）年３月に健康寿命の延伸や生活習慣病の発症予防等を

重点課題とし、「つくつく健康つくみ 21（第２期津久見市健康づくり計画）」を策定

し、９つの領域（「栄養・生活」、「身体活動・運動」、「休養・こころの健康」、「喫煙」、

「飲酒」、「歯・口腔の健康」、「糖尿病」、「循環器」、「がん」）において、健康目標値

を定め、関係機関、関係団体等と連携し、市民が主体的に健康づくりに取り組めるよ

う各種事業を推進していきます。 

 

【課題・方向性】 

津久見市の男性の平均寿命、お達者年齢ともに県内最下位となっています。また、

女性もお達者年齢が 15 位、支援を必要とする期間も 16 位となっています。 

生涯にわたる健康づくりを推進するため、生活習慣病の発症予防及び重症化予防、

介護予防に取り組み、生活の質（QOL）の維持向上のため、今後も関係機関、関係団

体等と連携を強化し、高齢者の健康づくりを社会全体で支援していきます。 

 

津久見市の平均寿命とお達者年齢（平成 26 年～30 年の平均） 

≪男性≫ 平均 

寿命 

お達者 

年齢 

支援が必

要な期間 

 ≪女性≫ 平均 

寿命 

お達者 

年齢 

支援が必

要な期間 

大分県 81.09

歳 

79.60

歳 

1.49 歳 大分県 87.29

歳 

84.21

歳 

3.08 歳 

津久見市 79.98

歳 

78.34

歳 

1.64 歳 津久見市 87.17

歳 

83.68

歳 

3.49 歳 

（出典）大分県福祉保健企画課 

 

第 2 期つくつく健康つくみ 21 の推進 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 目標値 

R2 年度 R5 年度 

①歯・口腔 
年に 1 回歯科健診を受けている（高齢期） 31.1% 60.0% 

80 歳で 20 本以上の自分の歯を有する者の割合（高齢期） 30.0% 45.0% 

②糖尿病 
特定健診の受診率（壮年期・高齢期） 41.4% 65.0% 

特定保健指導の実施率（壮年期・高齢期） 58.8% 60.0% 

※実績値・目標地は第 2 期つくつく健康つくみ 21 より抜粋 
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（２）介護予防・日常生活支援サービス事業（総合事業） 

介護予防・日常生活支援総合事業は「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介

護予防事業」の２つに分類されています。 

図表 津久見市の介護予防・日常生活支援総合事業体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 予 防 ・ 日 常 生

活支援総合事業 

介護予防・ 

生活支援 

サービス事業 

（従来の要支援者） 
●要支援認定を受

けた者 

（要支援者） 

●基本チェックリス
ト該当者（介護予

防 ・ 生 活 支 援 サ
ービス対象事業
者） 

●第 1 号被保険者の

すべての者 
●その支援のための

活動に関わる者 

一般介護予防事業 

訪問型サービス 

（第 1 号訪問事業） 

通所型サービス 

（第 1 号通所事業） 

その他の生活支援サービス 

（第 1 号生活支援事業） 

介護予防ケアマネジメント 

（第 1 号介護予防支援事業） 

①介護予防把握事業 

●現行の訪問介護相当 

●多様な 

サービス 

●現行の通所介護相当 

●多様な 
サービス 

④訪問型サービス C 
（短期集中予防サービス） 

②通所型サービスＡ 
（緩和した基準によるサービス） 

④通所型サービスＣ 

「しゃんしゃん教室」 
（短期集中予防サービス） 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

②訪問型サービス A 
（緩和した基準によるサービス） 
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【施策内容・取組】 

津久見市では、高齢者の介護予防と日常生活の自立を支援するために様々な取組

をしています。介護認定を受けていなくても早期に一人ひとりの生活課題を解決で

きるために、訪問型サービスＡ、通所型サービスＡ、通所型サービスＣを実施してい

ます。 

【課題・方向性】 

ニーズ調査よりＩＡＤＬ低下者の割合が高く、軽度者の訪問型サービスの利用が多

い状況にあります。生活課題の解決に向け、今後は訪問型サービスＣの創出やしゃん

しゃん教室を充実させるなど、短期集中型予防サービスが効果的な事業になるよう整

備していきます。 

また、サービス利用前から高齢者本人と生きがいや役割などについて検討し、サー

ビス終了後もセルフケアマネジメントができるような仕組みづくりを目指します。さ

らに、地域の通いの場や就労、ボランティアなど地域の支え合いの仕組みづくりも目

指していきます。 

 

図表 各サービス 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

訪問型サービスＡ 延人数 963 670 630 650 680 710 

通所型サービスＡ 延人数 1,052 743 710 740 770 810 

通所型サービスＣ 

(しゃんしゃん教室） 
延人数 109 253 250 700 720 740 
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（３）一般介護予防事業（総合事業） 

①介護予防把握事業 

【施策内容・取組】 

地域の実情に応じ、効果的かつ効率的に収集した情報等を活用して、閉じこもり等

の何らかの支援を要する者を早期に把握し、住民主体の介護予防活動へつなげるこ

とを目的としています。 

 

②介護予防普及啓発事業 

【施策内容・取組】 

ふれあいいきいきサロンを中心に、理学療法士や管理栄養士、歯科衛生士といった

専門職が指導を行い、「運動」、「栄養」、「口腔」の面から健康指導を実施しています。

また、広報誌等を活用して、教室の啓発活動を行っています。 

介護予防推進員へは、研修会にて普及啓発を行っており、週１元気アップ体操やふ

れあいいきいきサロン等で健康講話を実施したり、リハビリ専門職を派遣したりし

ています。また、アルツハイマーデーでの普及啓発も行っています。 
 

③地域介護予防活動支援事業 

【施策内容・取組】 

介護予防活動の地域展開を目指して、介護予防推進員による介護予防活動や市内

通所事業所によるころばん教室の開催、週１元気アップ体操、ふれあいいきいきサロ

ンといった介護予防に資する活動を実施・継続できるよう支援しています。 

【課題・方向性】 

住民主体の介護予防活動について、引き続き支援することにより、高齢者の生きが

いづくりや社会参加につながるよう生活支援コーディネーターとの連携を行います。 
 

地域介護予防活動支援事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①ふれあいいきいきサロン参加実人数 人 2,034 2,052 1,400 1,600 1,800 2,000 

②週１元気アップ体操活動地区数 地区 10   13 13 16 19 22 

③ころばん教室 延べ参加者数 人 4,263 4,685 3,940 4,600 4,600 4,600 
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④一般介護予防事業評価事業 

【施策内容・取組】 

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通じ、地域づくり

の観点から総合事業全体を評価し、その評価結果に基づき事業全体の改善を図りま

す。 

地域の実情を把握するための調査の実施にあたっては、介護保険事業計画の評価

等を行う上で必要な項目を適切に選定し、調査結果に基づいて評価を行い、計画の見

直しを行います。また、調査結果について、介護予防普及啓発事業の活用をする等、

住民への情報提供に努めます。 

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通じ、地域づくり

の観点から総合事業全体を評価し、その評価結果に基づき事業全体の改善を行って

います。 

【課題・方向性】 

健康と暮らしの調査を継続的に行い、保健事業のＰＤＣＡを回していきます。 

 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

【施策内容・取組】 

本市の要介護状態の原因の大きな一因として廃用症候群が挙げられます。加齢に

伴い、心身機能が低下しても住み慣れた地域で自立した生活が送れるよう、本市で

は、平成 25（2013）年度から各地区に理学療法士・作業療法士、健康運動指導士を

派遣し、「めじろん元気アップ体操」の実地指導やＤＶＤ・パンフレットの配布等で

普及啓発を実施しています。また、平成 27（2015）年度からは、「地域づくりによ

る介護予防推進事業」を開始し、高齢者が自ら、要介護状態となることの予防に取り

組めるよう、週１回、歩いて通える場所での体操教室を開始しています。 

歩いて通える身近な場所での体操教室の普及を行うことで、介護予防だけでなく

一緒に取り組む仲間づくり、地域づくりに繋がるため、広く推進していく必要があり

ます。また、生活習慣病対策、筋力向上に栄養状態の改善は欠かせません。バランス

のよい食事の提案に向け、各地区に管理栄養士、歯科衛生士等の派遣や男性料理教室

の実施、高齢者を支える介護職員等への研修を行っています。 

現在、週１回、各地区公民館等で「体操（主にめじろん元気アップ体操）」を実施

しています。動機づけ支援として最初の１か月間は、講師派遣や体力測定、体操指導

を行っています。その後、自主運営としますが、フォローとして定期的に講師派遣や

体力測定等を行っています。この他にも、介護予防の取組を強化していくため、住民

主体の通いの場だけでなく、研修会や会議等へリハビリ専門職による助言を実施し

ています。 
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図表 津久見市のリハビリ専門職の派遣内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題・方向性】 

リハビリテーション専門職を派遣することで介護予防の動機づけとしての効果が

みられています。介護予防・生活支援サービス事業終了後の受け皿としての機能が果

たしていけるよう身近な地域での活動場所を広げ、リハビリテーション専門職による

助言等を活かし、地域における介護予防活動の継続を支援していきます。 

また、虚弱高齢者を早期に発見し、早期に適切なサービスに繋げられるような仕組

みづくりを推進していきます。 
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（４）高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を行うため、健康課題(健康

診査の結果や医療機関受診状況等)や地域の資源の活用等を踏まえ検討していきます。

介護、医療、健診情報等の活用を含め、健康推進課、⾧寿支援課が連携し取組を推進し、

高齢者保健事業と介護予防を一体的に実施します。 
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３ 基本目標３ 医療・介護の連携強化 

（１）医療・介護連携の推進 

医療や介護が必要になっても、住み慣れた地域で生活することができるよう、津久見

市医師会を中心に医療・介護の関係機関が連携して、在宅医療・介護連携推進事業を推

進しています。これまでの取組を踏まえ、入退院時、在宅療養、看取り、認知症等切れ

目のない在宅医療と介護の連携構築に取り組んでいきます。 
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①地域の医療・介護の資源の把握 

地域の医療機関、介護事業所の情報をリストやマップで作成し、関係機関に配布し

ています。 

 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

地域の医療・介護関係者等が参画する会議（コア会議、推進会議）を開催し、在宅

医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題の抽出、対応策の検討を行っています。

また、高齢者の地域での生活を支えるための連携や協働に向けてネットワークの構

築を推進しています。 

 

③切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 

地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築

を推進します。 

医師が参加する地域ケア会議を開催しました。地域ケア会議に医師が参加するこ

とで、在宅医療や介護の連携の重要性や課題が明確になりました。 

医療との連携がより深まるような仕組みや体制づくりに努めます。 
 

④医療・介護関係者の情報共有の支援 

入退院時情報共有シートを作成し、入退院時の情報共有を円滑に行っています。入

退院時や日常療養等においてもさらに円滑な情報共有を行えるよう ICT の活用を図

ります。今後は、急変時や看取りに関する情報共有ツールについても検討していきま

す。 

 

⑤在宅医療・介護関係者に関する相談支援 

医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターの配置等による、在宅医療・

介護連携に関する相談窓口の設置・運営により、連携の取組を支援します。 

津久見市医師会立津久見中央病院に相談窓口を設置し、相談員を１名配置してい

ます。 

相談窓口の周知を行い、専門職等が相談できる場づくりに努めます。 

 

⑥医療・介護関係者の研修 

地域の医療・介護関係者に医療や介護に関する研修や多職種の協働・連携に関する

研修を行っています。 

今後は、認知症や看取り、感染症や災害時対応等について、関係者間の理解等を深

める取組を推進していきます。 
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医療・介護関係者の研修 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

① 医療・介護に関する研修会 回 3 2 0 3 5 5 

② 多職種連携会議・研修 回 2 2 0 3 3 3 

 

⑦地域住民への普及啓発 

地域住民を対象にした講演会等の開催、また、パンフレット、チラシ、市報、ホー

ムページ等を活用した、在宅医療・介護サービスに関する普及啓発を行います。 

令和元年度に「ACP：人生会議」についてのチラシを作成し配布しました。今後も、

ACP について講演会等を開催し普及啓発を進めていきます。 

指標として「医療や介護が必要になったときどこで受けたいか」や「最期に過ごし

たい場所」等の推移をみていきます。 

 

⑧在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

入退院時情報共有ルールや情報共有等について、中部保健所が主となって中部医

療圏域で会議・研修等を実施しています。今後も中部保健所と協力しながら市町村間

の在宅医療・介護連携を行っていきます。 
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４ 基本目標４ 認知症施策の推進 

認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなども含め、多

くの人にとっては身近なものとなっています。国は、認知症になっても、希望を持って日常

生活を過ごせる社会を目指し認知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予防」を両

輪として施策を推進する「認知症施策推進大綱」を策定しました。当市においても、認知症高

齢者や家族等が、住み慣れた地域で自分らしく生活していくことができるように認知症施策

の推進を図ります。 

*「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」

「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味 

 

（１）認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

①認知症サポーターの養成 

【施策内容・取組】 

認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、支援する応援者

である認知症サポーターの養成に取り組んでいます。 

小学生を対象にした「認知症キッズサポーター」の養成も行っており、子供の時か

ら認知症について学ぶ機会を作っています。 

【課題・方向性】 

サポーター養成講座の中学校、高校への拡大を図ります。また、チームオレンジ創

設に向けた取組として、認知症サポーター養成講座、ステップアップ講座、フォロー

アップ講座の内容を充実させ、認知症サポーターが地域の担い手として活躍できる

仕組みづくりを検討します。 

 

認知症サポーターの養成 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①認知症サポーター数 人 3,289 3,563 3,689 3,840 4,040 4,340 

②キャラバンメイト数 人 63 63 65 67 69 71 

③養成講座数 回 14 10 3 10 13 15 
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②オレンジカンパニー（認知症にやさしい企業・団体） 

【施策内容・取組】 

企業や職域単位で認知症サポーター養成講座を受講した事業所を「大分オレンジ

カンパニー（認知症にやさしい企業・団体）」に登録します。令和２年 12 月現在、

本市では 10 か所の事業所が登録されています。 

【課題・方向性】 

オレンジカンパニー登録事業所が増加するよう、企業、職域においても認知症サポ

ーター養成を推進していきます。 

 

③認知症に関する相談先の周知 

【施策内容・取組】 

  津久見市地域包括支援センター等において、認知症の相談を受け、認知症地域支

援推進員や認知症初期集中支援チームが連携し認知症高齢者や家族への対応を行っ

ています。 

【課題・方向性】 

  関係機関と連携し、「認知症相談窓口」の普及啓発を行い、早期の相談につなげて

いきます。 

 

④認知症ケアパス 

【施策内容・取組】 

認知症ケアパスとは、認知症の初期段階における予防方法や、いつ、どこで、どの

ような医療や介護サービスを受ければよいのかなど、認知症の方の状態に応じたサ

ービス提供の流れを体系的に示しています。 

【課題・方向性】 

認知症地域支援推進員が主となり、認知症への理解を深めるために活用していき

ます。 
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（２）認知症における医療・介護等の連携 

認知症の方や家族の方が、住み慣れた地域で生活ができるよう、認知症の時期に応じ

た医療と介護の連携について推進していきます。特に、早期発見、早期対応が重要であ

るため体制整備を図っていきます。 

 

①早期発見・早期診療に向けた取組 

ＭＣＩ(軽度認知障害)スクリーニング検査については、市内医療機関等において

実施し、認知症予防への普及啓発を進めています。 

また、かかりつけ医や専門医と連携し早期受診へつなげています。 

今後も、かかりつけ医への早期受診、相談を勧める体制、専門医、認知症疾患医療

センターとの連携を推進していきます。あわせて、ＭＣＩスクリーニング検査の普及

啓発を継続していきます。 

 

②認知症初期集中支援事業 

【施策内容・取組】 

認知症が疑われる方や認知症の方、その家族に対し専門職（看護師、社会福祉士等）

が訪問し、アセスメントや家族への支援などを行い、速やかに適切な医療や介護等へ

つなぐよう支援していきます。このような初期の対応を行っていく複数の専門職で

構成される「認知症初期集中支援チーム」を配置し、事業を行っています。 

また、認知症初期集中支援チームと、かかりつけ医や認知症サポート医、認知症疾

患医療センター等との連携等を推進していきます。 

平成 30（2018）年度から認知症初期集中支援チームを地域包括支援センターに設

置しました（平成 29（2017）年度までは医師会に設置）。保健師と社会福祉士で相

談等のあったケースに訪問し、早期から関わり、適切な医療・福祉サービスへつなげ

ています。また、医師が参加し初期集中支援チーム員会議を行っています。 

【課題・方向性】 

医療機関にかかっていない、受診拒否等様々な問題があり、医療との連携が必要な

事例が増えています。かかりつけ医や認知症疾患医療センターとの連携を深め事業

を推進していきます。 

 

認知症初期集中支援推進事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①初期集中対応件数 件 6 5 3 10 15 25 

②認知症相談件数 件 114 254 285 310 340 370 
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③認知症地域支援推進員 

【施策内容・取組】 

認知症地域支援推進員は、医療機関や介護サービス及び地域の支援機関との連携

の支援や、認知症の方やその家族等への相談支援を行います。 

本市においては、平成 28（2016）年度から地域包括支援センターに配置しており、

認知症地域支援推進員と地域包括支援センターを中心に、医療や介護などの生活支

援ネットワークの構築と認知症施策や事業の企画調整等を行っています。 

認知症カフェの開催等も主となっています。 

【課題・方向性】 

認知症の方は年々増加しているため、今後ますます支援員の役割は重要となりま

す。介護従事者等専門職への研修や事例検討を行い、認知症対応のスキルアップを図

ります。 

 

（３）認知症の方・介護者への支援 

①認知症カフェ 

【施策内容・取組】 

認知症カフェとは、認知症の方やその家族、地域住民や専門職等誰もが参加でき、

お茶を飲みながら交流する場です。家族の方が他の介護者と交流することや、専門職

や地域の方と情報を共有することで、介護者の負担軽減にもつながります。 

毎月１回、ふれあい交流センターで「認知症カフェ：にじカフェ」を実施していま

す。認知症の方、家族の方、地域の方、民生委員、ボランティア、専門職等様々な方

が参加しています。 

【課題・方向性】 

開催場所数を増やし、認知症サポーター等の活動の場にしていきます。 
 

認知症カフェ 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①開催回数 回 12 12 2 12 15 18 

②延べ参加者数 人 301 194 30 240 300 360 
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②介護者のつどい 

【施策内容・取組】 

認知症の方を介護している家族の方が集い、介護に関する情報交換や悩みの共有

等を図っています。地域包括支援センターが「ハートの会」を開催しており、認知症

の方と介護者が参加する活動が広がっています。 

【課題・方向性】 

介護者の方に「介護者のつどい」「認知症と家族の会」の周知を行い、介護者同士

の交流の場を広げていきます。 

 

③若年性認知症 

【施策内容・取組】 

65 歳未満で発症した認知症は「若年性認知症」といいます。若年性の場合、就労

の問題、子どもの就学等生活費等の経済的問題、本人や家族の負担等、新たな問題も

生じます。県に若年性認知症支援コーディネーターが配置され、相談等の窓口となっ

ており、認知症地域支援推進員と連携を図り対応をしています。若年性認知症に関す

る普及啓発を推進し、早期診断・早期対応につなぐことができるよう取組を進めてい

ます。 

【課題・方向性】 

若年性認知症の方の家族が早期に相談できる体制づくりに努めます。また、居場所

づくり等を関係機関と連携していきます。 

 

（４）地域支援体制の強化 

①認知症見守り緊急ネットワーク 

【施策内容・取組】 

高齢者が自宅から急にいなくなったり、帰る場所がわからなくなったりした場合、

警察等と連携し、協力事業所等の協力のもと早期に発見・保護を目的とする仕組みで

す。見守り緊急ネットワークが早期から稼働できるよう平成 27（2015）年度から

「事前登録」を開始しました。事前登録とは、必要な情報や写真等を予め提供してお

いていただくことです。また、事前登録者のうち希望する方には、位置情報提供サー

ビス事業(GPS 機器端末を貸出)への加入を勧めています。 

【課題・方向性】 

協力機関との連携に努め、「いざ」という時に上手く稼働できるための連携体制を

構築します。事前登録の啓発を継続します。 

 

認知症見守り緊急ネットワーク事前登録 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①延べ登録者数 人 20 33 40 50 60 70 
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いるかネットワーク（津久見市認知症見守り緊急ネットワーク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②認知症高齢者等に対する権利擁護の支援 

専門職を対象とした成年後見制度の研修会や市民を対象とした講演会等で権利擁

護の普及啓発に努めます。 
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５ 
基本目標５ 安全・安心な暮らしを共に支え合う 

まちづくりの推進 

（１）地域・社会参加の促進 

「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現、地域包括ケアシステムの推進に向けて、

「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域のあらゆる住民が「我が事」として参画

し、共に支え合う地域づくりが求められています。 

老老介護や高齢の親が引きこもりの子どもの世話をするなど、抱える問題や悩みも複

雑化・多様化している状況にあり、地域包括ケアシステムの深化など誰も取り残さない、

住み慣れた地域でみんながつながり、支え合う地域共生社会を実現させることが重要と

なっています。 

このため、地域の困りごとや福祉に関する市民からの様々な相談を、関係するどの課

でも受け付け、適切な支援につなげていけるよう「福祉まるごと相談窓口」の取組であ

る「つくみＴＴプロジェクト」の推進を図るとともに、健康で人生 100 年時代を過ごせ

る基盤づくりを推進します。 

 

①ボランティア活動の充実 

【施策内容・取組】 

ボランティアは、少子高齢化社会においては大切な人材であり、地域社会を支える

担い手です。本市では、社会福祉協議会にボランティアセンターを設置し、市民のボ

ランティア活動への参加促進と支援を図っています。 

今後、高齢者のみの世帯や認知症高齢者の増加に伴い、高齢者が安心して在宅生活

を送るためには、日常生活における支援や災害時における支援が必要となっていき

ます。 

【課題・方向性】 

ボランティア活動の中心的存在である社会福祉協議会や津久見市ボランティア連

絡協議会と連携し、日常生活における支援などの活動を推進するとともに、高齢者が

⾧年培ってきた知識や経験を生かしたボランティア活動（シニアボランティア活動）

がより幅広く活動できるよう支援していきます。 

 

②介護予防ボランティアの育成・発掘 

【施策内容・取組】 

現在、本市の元気高齢者は約８割となっています。意欲的な元気高齢者をはじめと

した地域住民がボランティアへ積極的に参加し、担い手となれるよう、介護予防の講

習会や研修会等を開催し、基本的な知識の普及と住民の意識の啓発に取り組んでい

きます。 

【課題・方向性】 

社会福祉協議会とも連携し、介護予防ボランティアの養成を図っていきます。 
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③盛人クラブ等の活動支援 

【施策内容・取組】 

盛人クラブは、地域に住んでいる高齢者の福祉を目的に結成・運営され、「健康」

「友愛」「奉仕」の３大運動を柱として、友愛訪問、清掃・美化、防犯・交通安全、

世代間交流等の活動をしています。このような活動が、高齢者の閉じこもりの予防や

生きがいづくりにつながっており、地域福祉活動の担い手として重要な役割を果た

しています。盛人クラブ事業の運営支援として、各盛人クラブ補助金、盛人クラブ連

合会補助金、健康づくり事業補助金を交付しています。 

【課題・方向性】 

各地区の盛人クラブの会員数確保が課題となっており、引き続き閉じこもりの予

防や生きがいづくりのため運営支援していきます。 

 

盛人クラブ等の活動支援 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①会員数 人 1,336 1,260 1,200 1,250 1,250 1,250 

 

④生涯学習の充実 

【施策内容・取組】 

本市では高齢者の生きがいづくりのため、公民館を中心に津愛大学などで各種講

座を開催しています。 

会員数は減少していますが、今後も引き続き新規会員加入の呼びかけを行い、各教

室の相互間の交流促進を図り、内容についても高齢者の多様な学習意欲に応えるよ

う整備し、関係機関及び団体と連携した取組を支援していきます。 

津愛大学では、市公民館を拠点に、健康、環境防災、法律行政、一般教養などをテ

ーマに毎月の講演会や年２回の研修旅行を行っています。また、健康増進のため、毎

月の講演会等の前に 10～15 分の健康体操を会員内の指導者のもと続けています。 

半島・離島部の「ふれあい学園」、「くろしお学園」では、各々の公民館を拠点に、

講演会や学習発表会、交流会等を行っています。 

【課題・方向性】 

高齢化や、70 歳以下の高齢者が就業している関係で新規会員加入が少なく、会費

収入が年々減少していることによって教室の運営が難しくなっています。一人でも

多くの新規会員加入に向け、楽しく参加できる魅力のある学習テーマを模索してい

きます。 

生涯学習の充実 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①実施回数 回 20 16 4 19 19 19 

②延べ参加者数 人 997 827 193 967 967 967 
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⑤スポーツ・レクリエーション活動の促進 

【施策内容・取組】 

健康寿命の延伸には、運動やレクリエーションを通じた地域・社会参加は必須で

す。 

【課題・方向性】 

生涯スポーツに関わる関係機関及び団体と、事業の整理や連携した取組を行いま

す。 

 

⑥シルバー人材センターの活用促進 

【施策内容・取組】 

シルバー人材センターは、高齢者就労支援の中核組織です。 

地域の高齢化に伴い、シルバー人材センターに対するニーズは増加していますが、

近年、会員数は少なく、会員数増加に向けた取組が必要です。 

【課題・方向性】 

会員自身が自主的に運営に参加し、互いに協力し、助け合いながら、広く仕事を

分かち合って、みんなで一緒に働くことができるよう、業務量の拡大、機能強化に

向けた支援を行っていきます。 

また、ボランティアなど地域社会への参加を促進することで健康を保持し、働く

喜びと生きがいづくりの場をつくります。 

（２）高齢者福祉施策の充実 

①とぎの輪食堂事業 

【施策内容・取組】 

平成 30 年度から、県内初の取組として、独居で身体虚弱その他の理由により、家

庭的な環境の中で食事をする機会の少ない高齢者に対し、みんなで食卓を囲み、楽し

く食事をする場所として、「とぎの輪食堂」を地域密着型の介護保険施設に設けてい

ます。 

【課題・方向性】 

身近な居場所の確保と孤食防止、栄養面の改善及び認知症の早期発見、治療等へつ

なぐこともできるため、今後は施設を中心に各地域にも広げることも検討し、高齢者

の日常的な地域とのつながりを強化していきます。 

とぎの輪食堂事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①実施回数 延べ人数 311 410 250 400 400 400 
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②生活管理指導短期宿泊事業 

【施策内容・取組】 

介護保険認定者とならなくても、援護者の疾病、出産、事故、災害、冠婚葬祭等に

より、日常生活を営む上で、一時的に在宅での生活が困難となった高齢者を対象に、

特別養護老人ホーム等に短期間の宿泊をすることにより、日常生活に対する支援、指

導や体調調整を行うサービスです。 

【課題・方向性】 

高齢者が安心して在宅生活を過ごせるように、継続して本事業の実施に努めます。 

 

③食の支援事業 

【施策内容・取組】 

保戸島で暮らす一人暮らしまたは、高齢者のみの世帯などで、心身の障がいや傷病

などにより調理が困難となり、低栄養となる恐れがある者を対象に、栄養バランスの

とれた食事を自宅まで届けるサービスです。保戸島の高齢化率は 60％以上であるた

め、食事から健康寿命の延伸をしていきます。訪問の際、利用者の安否を確認し、健

康状態に異常等があった場合には、関係機関への連絡等を行います。 

また、新たに、独居世帯などの食事支援サービスとして、施設に高齢者が集まって

もらい食事を提供する施策について取組を推進していきます。 

【課題・方向性】 

利用者の減少と、提供する施設の人員確保が課題となっていますが、住み慣れた地

域で安心して在宅生活を過ごせるように引き続き配食サービスを継続します。 
 

食の支援事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①配食サービス利用人数 人 29 25 34 40 40 40 
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④緊急通報システム事業 

【施策内容・取組】 

身体虚弱な一人暮らし高齢者等が、災害や急病等の緊急時で救助を必要とすると

きに、ボタン一つで津久見市消防本部へ通報ができ、音声での安否確認や、地域の協

力員等を活用した迅速な救助・援護対応により日常生活の不安軽減等を図ることで、

高齢者の在宅生活の安全確保を行うためのサービスです。 

平成 29（2017）年度以前のシステムは電池切れや故障に伴う誤報などの不具合が

あるため、負担の少ないシステム等に見直す時期にきています。 

平成 30（2018）年度から新規に設置する分については、24 時間 365 日対応でき

るコールセンター（看護師や介護士が常駐）方式に変更しました。コールセンター方

式では、毎日の安否確認、困りごとに対しての相談もできるようになっています。 

【課題・方向性】 

緊急通報システムをコールセンター方式に切り替え、高齢者の在宅生活の安全確

保を行います。 
 

緊急通報システム事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①新規設置台数 台 11 17 11 20 20 20 

 

⑤寝具類洗濯乾燥消毒サービス事業（ふとん丸洗い事業） 

【施策内容・取組】 

常時臥床又はこれに準ずる状態で、寝具類の衛生管理が困難な高齢者を対象に、清

潔で快適な生活が営めるよう寝具類の洗濯乾燥消毒を行い、在宅生活の支援及び生

活意欲の向上を図るとともに介護者の負担軽減を図るサービスです。 

【課題・方向性】 

在宅で介護をしている方が減少していますが、介護者の負担軽減を図り、事業を継

続します。 
 

寝具類洗濯乾燥消毒サービス事業（ふとん丸洗い事業） 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①利用件数 件 1 1 1 2 2 2 
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⑥高齢者住宅整備資金貸付事業 

【施策内容・取組】 

高齢者の専用居室などの増改築又は改造（維持補修的なものを除く）を行うことで

同居する家族の負担軽減を図るとともに、高齢者本人の在宅生活の安定を目的とし

たサービスです。 

【課題・方向性】 

平成 23（2011）年度に貸付を行ったのを最後に申請がない状況が続いています

が、利用者や家族が安心した在宅生活を送れるよう、事業を継続します。 
 

高齢者住宅整備資金貸付事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①貸付件数 件 0 0 0 1 1 1 

 

⑦高齢者住宅改造助成事業 

【施策内容・取組】 

生活支援・介護予防の観点から、高齢者が快適に在宅生活を送れるよう利便を図る

ため、居室・トイレ・廊下等の段差解消や手摺の設置など、津久見市子育て高齢者世

帯リフォーム支援事業（高齢者バリアフリー型）、介護保険制度における住宅改修の

支給範囲と同等の工事及びそれに付随する工事について費用を助成するサービスで

す。 

【課題・方向性】 

高齢者の生活支援及び介護予防の観点から、事業の継続実施に努めます。 
 

 

高齢者住宅改造助成事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①助成件数 件 4 4 2 4 4 4 

 

⑧日常生活用具給付事業 

【施策内容・取組】 

心身機能の低下に伴い、防火等の配慮が必要な一人暮らしや低所得の高齢者等に

対し、電磁調理器等、日常生活用具を給付又は貸与するサービスです。 

【課題・方向性】 

利用がない状況が続いていますが、利用者や家族が安心した在宅生活を送れるよ

う、事業を継続します。 
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⑨はり・きゅう・あんま施術費助成事業 

【施策内容・取組】 

介護予防の一環として、高齢者を対象に施術費の一部を助成することで利用を促

進し、高齢者の健康保持・増進及び心身の安定を図り、在宅で自立した生活が継続し

て営めるよう支援するサービスです。 

本市在住で、65 歳以上の方が対象です。１回につき 500 円助成、対象者１人につ

き年 24 回利用できます。 

【課題・方向性】 

利用者が減少していますが、高齢者の健康保持のため、事業を継続します。 
 

はり・きゅう・あんま施術費助成事業 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①助成件数 件 2,355 2,294 2,000 2,300 2,300 2,300 

 

⑩長寿祝品事業 

【施策内容・取組】 

多年にわたり社会に貢献してきた高齢者に敬意を表し、併せて福祉の増進を図る

ことを目的として、満年齢で 100 歳の方を対象に祝品を支給するサービスです。満

100 歳を迎える方に市⾧が訪問し、祝品と花束を贈呈しています。令和元（2019）

年度から、市内最高齢者に市⾧が訪問し、祝品と花束を贈呈しています。 

【課題・方向性】 

⾧寿祝品を支給することで、⾧生きに対しての励みや生きがいになるため、継続し

た事業の推進を図る必要があります。今後も⾧寿を祝福するとともに敬意を表すた

め、継続して対象者に⾧寿祝品を支給していきます。 

 

⑪家族介護支援事業 

【施策内容・取組】 

在宅で要介護者を介護している家族等に対し、家族介護継続支援事業、家族介護慰

労金支給事業、家族介護交流事業のサービスを提供することにより、当該家族等の身

体的、精神的、経済的負担の軽減を図るとともに、要介護者の在宅生活の継続、向上

を図ることを目的としたサービスです。 

65 歳以上、常時介護を要する全日臥床の状態が１年以上継続している要介護度４

以上の方で、入院 30 日以内、ショートステイ 10 日以内利用されている方、介護保

険法第８条各項に定めるサービスを全く利用していない要介護者の家族が対象です。 

【課題・方向性】 

介護保険サービスを利用されている方がほとんどのため、事業対象者がいない状

況です。慰労金額の検討を行いながら、継続して事業を実施します。 
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⑫老人憩いの家 

【施策内容・取組】 

高齢者の教養の向上、レクリエーション等の場として、また、心身の健康の増進を

図るため、「老人憩いの家」を設置しており、事業運営は、津久見市盛人クラブ連合

会へ委託しています。 

【課題・方向性】 

今後も、高齢者の閉じこもり防止や、心身の健康増進、地域交流の場として、利用

を促進していきます。 
 

老人憩いの家 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①老人憩いの家利用延べ人数 人 3,168 2,814 1,022 2,500 2,500 2,500 
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（３）生活支援体制及び見守り体制の構築 

①地区社協との連携           

【施策内容・取組】 

本市は、地区社協が中心となり、ふれあいいきいきサロンや地域での見守り活動を

行っており、見守りが必要な方を日頃から気にかけ、積極的な声かけや訪問等の支え

合いの仕組みができています。地区社協が設置されていない地域においても、区⾧を

中心とした支え合いの仕組みができています。 

【課題・方向性】 

高齢化率の上昇や人口減少などの理由から今後も地域活動を継続するために、地

域と関係機関、生活支援コーディネーターが連携して地域のネットワークの推進に

向けた取組を行います。 

 

図表 地域ネットワークイメージ図 
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②つくみん安心見守りネットワーク 

【施策内容・取組】 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援することを目的に、津久見

市と関係機関（社会福祉協議会や地域包括支援センター）と協力事業者等が相互に連

携して、子どもから高齢者までの見守りネットワークを構築し、異変等を発見したと

きに迅速に対応できる体制を確保するものです。 

 

図表 津久見市見守りネットワーク事業体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題・方向性】 

地域での見守り体制の強化を図るために、見守りネットワークの拡充を図り、高齢

者の方が安心して生活ができるよう今後も関係機関や協力事業所と連携していきま

す。 
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③生活支援体制整備 

【施策内容・取組】 

平成 27（2015）年度から、地域において高齢者の生活支援・介護予防サービスの

提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす「生活支援コーディネーター

（地域支え合い推進員）」を社会福祉協議会に配置し、地域に不足しているサービス

の把握、生活支援サービスの担い手となるボランティアの養成、元気高齢者等が活躍

する場の確保、関係機関とのネットワーク化を行っています。 

【課題・方向性】 

サービスとのマッチングや、サービスを作っていくこと等、今後の展開をどのよう

にしていくかが課題。地域の現状に応じた取組を提供していきます。 

 

④介護予防推進員の育成 

【施策内容・取組】 

独居世帯の増加や高齢者のみの世帯、認知症高齢者の増加が予測されることから、

介護予防推進員の活動は重要になってきます。介護予防推進員は、地域ぐるみの保健

福祉活動及び介護予防活動を推進する住民と行政とのパイプ役として活動していま

す。 

【課題・方向性】 

活動内容や役割等について、社会福祉協議会等と協議を継続していきます。 

 

⑤「安心お守りキット」の普及促進 

【施策内容・取組】 

高齢者や障がい者が、緊急時に必要な医療情報等を保管するためのセットです。 

市報への掲載やふれあいいきいきサロンでの説明会にて「安心お守りキット」の普

及促進に努めてきました。 

平成 27（2015）年度からは、より一層の普及促進を図るため、民生委員児童委員

協議会へ説明、登録、配布等推進業務を委託しており、医療機関へ救急搬送されるな

どの緊急時に情報が活用されています。 

【課題・方向性】 

今後も、高齢者や障がい者の緊急時における医療情報提供のため、事業の周知・普

及促進に努めます。 
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（４）高齢者の虐待防止の推進 

①高齢者の虐待防止 

【施策内容・取組】 

本市では、高齢者虐待防止連絡協議会を開催し、高齢者虐待の予防、早期発見、対

応及び再発防止策等について地域密着型施設運営推進会議等で協議しています。 

【課題・方向性】 

今後は、ケアマネジャーや介護施設職員に対して権利擁護の研修等を実施すると

ともに、成年後見制度や社会福祉協議会の「日常生活自立支援事業」普及啓発等を推

進していきます。 

 

②高齢者緊急一時保護事業 

【施策内容・取組】 

養護者からの虐待等により緊急保護を要する 65 歳以上の高齢者に対し、生命・身

体等の安全を最優先に確保するため、一時的に養護老人ホーム及び介護保険施設等

に短期宿泊させ、日常生活の支援と虐待者からの保護を行うサービスです。 

【課題・方向性】 

今後も高齢者の生命・身体等の安全を最優先に警察、地域包括支援センターと連携

し、本事業に取り組んでいきます。 
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（５）災害・感染症対策 

①災害対策 

津久見市は、平成 29（2017）年９月、台風 18 号により河川の氾濫等により浸水

や土砂災害等、市内全域にわたり甚大な被害を受けました。高齢者施設も浸水し、入

所者の安全確保のための避難や、在宅高齢者には介護支援専門員が安否確認を行う

等の対応をしました。また、地域においては避難時の声掛けや逃げ遅れた高齢者の救

助等も行われました。 

台風 18 号災害を教訓に、地域の防災力強化のための取組を行ってきました。日頃

から、地域の高齢者や障がい者、子ども等を地域で見守り、災害時に支援が必要な場

合には支援できる体制づくり、それらを地域のなかで情報共有する仕組みづくりに

ついて自主防災組織を中心に地域で考える、それらを行うために市役所関係課が連

携し地域と共に考える「地域防災力向上支援事業」を実施しました。「いざ」という

時に避難できるように、日頃からの健康づくりや介護予防の取組をサロンや通いの

場等に取り入れ、防災や福祉担当部署は個別支援計画作成や避難所等についての説

明等を行っています。 

また、介護支援専門員や施設職員等が地域包括ケア会議において災害支援、対策の

研修会等も行い、災害時の対応について備えています。 

高齢者施設においてはマニュアルの作成や避難訓練等の実施等行っています。ま

た、今後は洪水及び土砂災害のリスクが高い区域にある要配慮者施設の管理者に対

し、避難確保計画の作成、避難訓練の実施が義務化されます。 

地域防災計画や国土強靭化地域計画等と整合性を図りながら、災害時等の高齢者

への対策についても関係機関と連携し取り組んでいきます。 
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②感染症対策 

新型コロナウイルス感染症等は、抵抗力が弱い高齢者が罹患すると重症化しやす

いこと等をふまえ感染予防が重要となります。在宅高齢者に対しては、マスクの着用

やソーシャルディスタンスの確保、「３密」を避けることなど新しい生活様式や医療

機関への受診の方法等正しい知識の啓発に今後も努めていきます。また、介護施設等

においては、入所者やサービス利用者、職員等の健康管理や感染予防対策等を実施し

ながらサービスの継続を行っています。感染予防や人員基準等、国や県からの情報提

供を継続していくとともに、発生時の支援体制等について、中部保健所、津久見市医

師会、担当課と連携していきます。また、安定的に介護保険サービスが提供され、高

齢者や家族が安心して生活ができるよう、関係機関と連携を図ります。 

今後も津久見市新型インフルエンザ等対策行動計画との整合性を図り、介護事業

所等と連携し感染症対策についての普及啓発を実施していきます。また、介護事業所

に対する実地指導においても感染症対策について県と連携を図りながら、確認・指導

を行っていきます。 
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６ 基本目標６ 介護保険事業の効果的・効率的な推進 

（１）介護サービスの質の向上 

①サービス提供者に対する助言・指導 

【施策内容・取組】 

地域密着型サービス事業所を中心に、制度改正等について、随時、事業運営に必要

な情報提供を行い、資質向上につなげていきます。 

また、介護サービス従事者に対しては、今後とも研修やサービス事業者間の情報交

換を支援していくことで、サービス従事者の資質向上に努めます。 

【課題・方向性】 

今後も介護サービス事業者の職員が介護サービスの質の向上を図るための必要な

情報を提供するとともに、介護保険制度についての情報提供や説明会を開催します。 

また、ＩＣＴツールの導入を支援するとともに、文書負担軽減に係る取組を実施

し、事業所の業務量を削減することで、介護サービスの質的向上に努めます。 

さらに、地域密着型サービス及び居宅介護支援事業所に係る事業者の指定に当た

っては、指定業務の適正な執行に努めるとともに、事業者への適切な助言・指導を行

います。 

 

②研修・講習に関する情報提供 

【施策内容・取組】 

介護サービス従事者に対し、介護技術の研修等、学びの場を広く提供することで、

資質の向上につなげていきます。同時に、県主催の研修、講習会の情報も随時提供し

ていきます。 

【課題・方向性】 

介護支援専門員等の介護従事者や、介護サービス事業者（事業所）の質の向上を図

るため、関係機関による講習や研修等に関し、幅広い情報提供ができるよう取り組み

ます。 
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（２）介護給付の適正化等（介護給付等費用適正化事業） 

①要介護認定の適正化の推進 

【施策内容・取組】 

要介護認定調査の適正化を図るため、調査員指導担当者による点検を全件行うと

ともに、認定調査員現任研修や検討会などを開催し、月１回以上の調査員指導担当者

との定例連絡会などを実施し、要介護認定のばらつきの是正といった認定調査員の

資質向上に努めます。 

また、介護認定審査会委員については、適切、公平な審査判定が行えるよう、保健

所、臼津広域連合と協働し、研修会を実施しています。 

調査員指導担当者による点検を全件行い、調査の判断基準のばらつきを防ぎ、問題

点については研修会等で問題定義し検討しています。 

【課題・方向性】 

調査項目の選択率の偏りがあります。業務分析データにて偏りを把握し、圏域合同

研修会等にて意見交換を行う等、一層の資質向上に努めます。 
 

要介護認定の適正化の推進 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①点検実施率 ％ 100 100 100 100 100 100 

②研修会実施回数 回 15 15 15 15 15 15 

 

②ケアプランの点検 

【施策内容・取組】 

ケアプランの点検については、専門的な知識を必要とするため、保険者独自のチェ

ックが行われていない現状があります。今後も専門職を採用し、引き続き介護保険サ

ービスやケアマネジメントの質の向上を図るため、ケアプランの点検強化を推進し

ます。 

【課題・方向性】 

人員の確保が課題です。継続して事業を実施します。 
 

ケアプランの点検 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①点検実施率 ％ 25.4 24.9 25.0 25.0 25.0 25.0 

②点検件数 件 187 180 200 200 200 200 
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③住宅改修等の点検 

【施策内容・取組】 

受給者の状態にそぐわない不適切又は不要な住宅改修等を是正し、適正な利用を

促すため、申請時に点検を行い、必要に応じて訪問調査等を行います。 

住宅改修については、必要な方に対して適正に実施されるよう点検・検査を行って

います。また、福祉用具の購入については、受給者の状態にあった福祉用具利用がで

きているか、点検を実施しています。 

【課題・方向性】 

現地での事前調査及び、完了後の検査について全て実施することは困難であるこ

とから申請書類上の点検を細かに実施し、給付費の適正化に努めます。 
 

住宅改修等の点検 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①申請内容点検実施率 ％ 100 100 100 100 100 100 

②訪問調査が必要と判断した場合の

訪問調査実施率 
％ 100 100 100 100 100 100 

 

④縦覧点検・医療費情報との突合 

【施策内容・取組】 

国民健康保険団体連合会との連携により、サービスの整合性等の点検を行います。

国民健康保険団体連合会の情報をもとに毎月実施しています。 

【課題・方向性】 

継続して事業を実施します。 
 

縦覧点検・医療費情報との突合 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①縦覧点検実施率 ％ 100 100 100 100 100 100 

②医療費情報との突合回数 回 12 12 12 12 12 12 
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⑤介護給付費の通知 

【施策内容・取組】 

介護・介護予防サービスを利用している被保険者に対して、被保険者自身がどのよ

うなサービスをどれくらい利用したかを知らせるとともに、介護保険に対する理解

を深めてもらうため、介護給付費通知書の発送を行います。 

【課題・方向性】 

年１回の通知だとサービスを利用してからの時間が空きすぎるため、もう少し間

隔を短くできないか検討します。最低でも年１回は必ず通知書を作成し発送します。 
 

介護給付費の通知 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①通知書発送回数 回 1 1 1 1 1 1 

 

 

（３）介護サービスの情報提供の充実 

【施策内容・取組】 

介護保険法の改正により、介護サービスが多様化することから、利用者が介護サー

ビス事業者を選択していく手助けとなる情報の提供の充実が必要になってきます。 

平成 27（2015）年度に介護保険の申請の仕方やサービス内容、保険料等といった

あらゆる情報が記載されている冊子を作成しました。また、医療介護連携の一環とし

て、「津久見市医療福祉資源ＭＡＰ」を作成し、医療・介護情報に関する情報提供を

行っています。 

【課題・方向性】 

介護保険制度や各種サービスの利用方法などの情報をわかりやすく提供するため、

介護保険パンフレット（冊子）を更新します。また、市のホームページや市報等を活

用した情報提供を行うことで制度を理解してもらうための支援に取り組みます。 
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（４）介護人材の確保 

【施策内容・取組】 

介護従事者の人材不足については、本市のみならず全県的な問題でもあり、地域密

着型サービスの運営推進会議などにおいて、各事業所の職員の状況、確保の方法、離

職しないための方策等を協議しています。 

本市の介護人材の課題としては、特に訪問介護職員の高齢化が問題や、離島半島部

で在宅サービスを利用する場合の事業所の調整及びヘルパー不足解消が、早急に取

り組むべき課題として挙げられます。 

これらの対応策として、本市では、これまで外国人人材の雇用推進や介護従事者等

移住者就職奨励事業に取り組んでいます。 

【課題・方向性】 

今後も、介護人材の確保は、十分な介護サービスを提供するうえで、重要であり、

関係機関と連携し、各種職能団体や介護サービス事業所連絡会等と連携や地方創生

関連分野などと連携し、介護人材の確保・育成等に関する総合的な取組を展開しま

す。 

また外国人雇用を検討する施設も増えてきており、外国人の方々にも働きやすい、

住みやすい待遇や環境の改善を、各施設等と情報交換を密にして取り組んでいきま

す。 

 

（５）低所得者への支援 

①保険料における支援 

【施策内容・取組】 

国は、所得の低い方への保険料軽減策を拡充しています。このことを踏まえた所得

段階を設定します。 

介護保険法の規定に基づき、市が行う低所得者の第一号介護保険料の軽減負担を

目的とした介護保険特別会計への繰入事業として実施しています。 

【課題・方向性】 

これまでと同様に国の低所得者対策や制度を最大限に活用し、保険料の負担軽減

を図っていきます。 
 

保険料における支援 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①対象人数 人 1,776 3,227 3,200 3,170 3,140 3,105 
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②社会福祉法人等による利用者負担軽減 

【施策内容・取組】 

生計が困難な方が通所（予防）介護、（介護予防）短期入所生活介護、介護老人福

祉施設等のサービスを利用する場合に、利用者負担額（介護費、食費、居住費）を軽

減します。毎年度 10 件前後の申請で推移しています。 

【課題・方向性】 

これまでと同様に国の低所得者対策や制度を最大限に活用し、利用料の負担軽減

を図っていきます。 
 

社会福祉法人等による利用者負担軽減 実績値及び目標値 

区  分 指標 
実績値 見込値 目標値 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

①申請件数 件 10 13 10 10 10 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

第５章 介護保険事業計画 
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15,701 15,334 14,966 
14,230 

9,233 

7,510 7,428 7,345 7,182 

5,355 

47.8% 48.4% 49.1%
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令和3年 令和4年 令和5年 令和7年 令和22年

(人) 総人口 高齢者人口 高齢化率

１ 人口及び被保険者数の推計 

（１）人口及び被保険者数の推計 

①総人口・高齢化率の推移 

本市の総人口は、減少傾向で推移することが予想されます。 

高齢者人口は、令和 3（2021）年以降減少傾向で推移することが予想され、第８期

計画の最終年度令和 5（2023）年には 7,345 人、高齢化率は 49.1％まで上昇するこ

とが見込まれます。 

   図表 総人口・高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）見える化システム 

（人） 

 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 7 年 令和 22 年 

65～74 歳 3,304 3,158 3,011 2,719 1,667 

75～84 歳 2,561 2,614 2,667 2,774 1,716 

85 歳以上 1,645 1,656 1,667 1,689 1,972 
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65 67 66 67 59 
113 113 113 115 105 

282 279 278 282 270 

280 288 291 296 303 
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(人)

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

２ 認定率・要介護(要支援)認定者数の推計 

（１）要介護(要支援)認定者数・認定率の推移 

本市の認定者数は、第８期計画期間中わずかに増加することが予想され、令和５

（2023）年には 1,332 人と推計されます。要介護度別にみると、要介護 2 の認定者数

が最も多くなると推計されます。 

認定率は第１号被保険者数が減少傾向で推移することが予想されることから認定率

は増加傾向にあり、第８期計画期間中の最終年度の令和５（2023）年における認定率

は 18.1％になることが予想されます。 

 

      図表 要介護（要支援）認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）見える化システム 

 

 

  



 

- 99 - 

３ 日常生活圏域の設定 

（１）日常生活圏域とは 

市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービ

スを提供するための施設整備の状況等を総合的に勘案して、各市町村の高齢化のピーク

時までに目指すべき地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭に地域の実情に応じ

て日常生活圏域を定めることとされています。 

 

（２）本市の日常生活圏域の設定 

本市内の施設整備状況や地理的な状況、人口規模等から総合的に考えて、第 8 期計画

においても、引き続き市全域を１つの日常生活圏域として設定します。 
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４ 介護保険事業量推計 

（１）介護予防給付サービスの見込み量 

介護予防サービス給付費全体については、令和 2（2020）年度は 34,705 千円を

見込んでいますが、第８期計画期間である令和３（2021）年度は 42,304 千円、令

和 4（2022）年度が 42,725 千円、令和 5（2023）年度が 42,921 千円になると推

計されます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 33,762  38,528  34,705  42,304  42,725  42,921  42,838 39,158 

【注】以下に記載する表の給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数、

令和２(2020)年度見込値は９月月報分までを基に算出しています。 

①介護予防サービス 

◆介護予防訪問看護 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、その介護予防を目的として、

看護師等が疾患などを抱えている者の居宅を訪問し、療養上の世話または必要な診療

の補助を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 182  405  1,412  798  798  798  798  798  

回数(回) 1.9  4.9  16.1  9.0  9.0  9.0  9.0  9.0  

人(人) 1  2  4  3  3  3  3  3  

 

◆介護予防訪問リハビリテーション 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、介護予防を目的として、理

学療法士や作業療法士、言語聴覚士が、その居宅を訪問し、理学療法、作業療法その

他必要なリハビリテーションのことです。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 768  2,010  3,539  2,768  2,769  2,769  2,769  2,374  

回数(回) 23.2  56.3  104.4  77.0  77.0  77.0  77.0  66.0  

人(人) 3  6  9  7  7  7  7  6  
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◆介護予防居宅療養管理指導 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、その介護予防を目的として、

病院等の医師、歯科医師、薬剤師等が、その居宅を訪問し、療養上の管理及び指導を

行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 1,005  478  416  467  467  467  467  467  

人(人) 9  4  3  4  4  4  4  4  

 

◆介護予防通所リハビリテーション 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、その介護予防を目的として、

病院、診療所、介護老人保健施設等において、理学療法、作業療法その他必要なリハ

ビリテーションを行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 11,669  13,451  10,924  13,403  13,707  13,411  13,707  12,417  

人(人) 27  30  24  29  30  29  30  27  

 

◆介護予防短期入所生活介護 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、特別養護老人ホーム等に短

期間入所して、その介護予防を目的として、当該施設において入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 573  444  0  775  775  775  775  775  

回数(回) 7.6  7.3  0.0  11.0  11.0  11.0  11.0  11.0  

人(人) 2  1  0  2  2  2  2  2  
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◆介護予防短期入所療養介護(老健) 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、介護老人保健施設に短期間

入所して、利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、療

養生活の質の向上及び家族の介護の負担軽減などを目的として、看護、医学的管理の

下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の支援を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 253  345  0  545  546  1,092  546  546  

日数(日) 2.8  3.3  0.0  5.0  5.0  10.0  5.0  5.0  

人(人) 1  1  0  1  1  2  1  1  

 

◆介護予防福祉用具貸与 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、福祉用具のうちその介護予

防に資するものとして厚生労働大臣が定める福祉用具を貸与します。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 4,291  4,222  3,964  4,212  4,263  4,263  4,322  3,874  

人(人) 72  75  73  74  75  75  76  68  

 

◆特定介護予防福祉用具購入費 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、福祉用具のうち介護予防に

資するものであって入浴や排せつ等に使用する特定福祉用具の購入費に対して年間

10 万円を上限として支給されます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 716  820  396  988  988  988  988  988  

人(人) 2  3  2  3  3  3  3  3  
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◆介護予防住宅改修 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、手すり等の取り付けや段差

解消などの住宅改修に対して、20 万円を上限として住宅改修費を支給されます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 3,108  2,128  766  2,321  2,321  2,321  2,321  2,321  

人(人) 3  3  1  3  3  3  3  3  

 

◆介護予防特定施設入居者生活介護 

要支援１・２の方を対象とし、特定施設（有料老人ホーム等）に入居している要支

援者について、その介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の支援、機能訓練及び療養上の世話を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 3,768  5,200  5,846  6,831  6,835  6,835  6,835  5,827  

人(人) 6  7  8  8  8  8  8  7  

 

 

②地域密着型介護予防サービス 

◆介護予防小規模多機能型居宅介護 

要支援１・２の方を対象とし、居宅要支援者について、介護予防を目的として、通

いを中心に、利用者の様態や希望に応じて訪問や泊りのサービスを組み合わせ、入浴、

排せつ、食事等の介護その他日常生活上の支援及び機能訓練を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 2,818  4,215  2,941  3,914  3,917  3,917  3,917  3,917  

人(人) 3  4  3  4  4  4  4  4  
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③介護予防支援 

要支援１または要支援２の認定を受けた方が、自宅で介護予防のためのサービスを

適切に利用できるよう、ケアプラン（介護予防サービス計画）の作成や、サービス事

業所との連絡・調整などを行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 4,676  4,869  4,501  5,282  5,339  5,285  5,393  4,854  

人(人) 87  91  86  98  99  98  100  90  
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（２）介護給付サービスの見込み量 

介護サービス給付費全体については、令和２（2020）年度は約 24 億 9 千万円を

見込んでいますが、第８期計画期間である令和３（2021）年度は約 25 億 3 千万円、

令和４（2022）年度が約 25 億 5 千万円、令和５（2023）年度が約 25 億 7 千万円

になると推計されます。 

 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 2,330,021  2,434,462  2,492,030  2,530,290  2,550,606  2,572,697  2,615,541 2,653,273 

【注】以下に記載する表の給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数、

令和２(2020)年度見込値は９月月報分までを基に算出しています。 

 

①居宅サービス 

◆訪問介護 

要介護１～５の方を対象とし、介護福祉士・ホームヘルパー等が居宅を訪問して、

食事、排せつ、入浴などの身体介護や掃除、洗濯、調理などの生活援助を行います。

通院などを目的とした乗降介助も利用できます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 244,696  250,823  283,256  251,280  255,685  262,338  271,091  284,231  

回数(回) 7,819.2  7,467.6  8,001.3  7,487.0  7,594.0  7,748.0  8,008.0  8,377.0  

人(人) 265  260  252  258  260  262  270  277  

 

◆訪問入浴介護 

要介護１～５の方を対象とし、自宅の浴槽での入浴が困難な方に対して、介護職員

と看護職員が居宅を訪問し、移動入浴車などで浴槽等を提供して、入浴の介護を行い

ます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 8,561  7,958  7,723  8,499  9,451  9,451  9,451  10,398  

回数(回) 62  57  56  60.8  67.6  67.6  67.6  74.4  

人(人) 10  10  10  10  11  11  11  12  
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◆訪問看護 

要介護１～５の方を対象とし、疾患などを抱えている人について、看護師などが居

宅を訪問し、療養上の世話や診療の補助を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 17,621  21,359  25,565  27,758  27,773  28,387  29,685  30,983  

回数(回) 214.2  268.5  319.5  343.5  343.5  351.5  367.5  383.5  

人(人) 30  41  52  46  46  47  49  51  

 

◆訪問リハビリテーション 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者の生活機能の維持又は向上を目指し、

心身の機能の維持回復を図るため、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が居宅を訪

問し、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 15,069  16,584  17,299  20,063  20,449  20,449  20,881  21,670  

回数(回) 443.6  481.8  507.2  578.0  589.0  589.0  601.0  624.0  

人(人) 42  44  46  50  51  51  52  54  

 

◆居宅療養管理指導 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者について、医師、歯科医師、薬剤師、

管理栄養士などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 14,304  14,740  14,598  15,337  15,739  16,129  16,657  17,261  

人(人) 185  193  197  199  204  209  216  224  
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◆通所介護 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者について、老人デイセンター(通所介

護施設)等において、生活機能の維持又は向上を目指し、入浴・排せつ・食事等の介

護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を日帰りで行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 341,236  368,715  348,645  373,382  374,979  381,671  396,139  406,375  

回数(回) 3,976  4,213  3,911  4,257.0  4,276.0  4,339.0  4,495.0  4,578.0  

人(人) 273  279  260  277  278  282  292  297  

 

◆通所リハビリテーション 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者について、介護老人保健施設や医療機

関などで、生活機能の維持又は向上を目指し、日常生活上の支援や、生活行為向上の

ためのリハビリテーションを日帰りで行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 124,210  124,528  130,062  139,739  141,651  141,651  146,838  149,172  

回数(回) 1,235.8  1,217.1  1,241.0  1,342.0  1,356.0  1,356.0  1,403.0  1,415.0  

人(人) 145  137  131  141  142  142  147  148  

 

◆短期入所生活介護 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者を特別養護老人ホームなどの施設に短

期間入所して、利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、

利用者の心身の機能の維持並びに家族の介護の負担軽減などを目的として、入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 51,356  40,299  38,627  48,134  48,160  48,160  52,388  53,187  

日数(日) 593.0  452.3  423.2  538.0  538.0  538.0  583.5  590.5  

人(人) 46  40  34  40  40  40  43  44  
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◆短期入所療養介護(老健) 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者を介護老人保健施設に短期間入所して、

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、療養生活の質

の向上及び家族の介護の負担軽減などを目的として、看護、医学的管理の下における

介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の支援を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 28,278  43,357  56,834  43,642  43,666  43,666  48,478  49,359  

日数(日) 244.3  339.3  420.6  342.0  342.0  342.0  377.0  384.5  

人(人) 32  39  46  37  37  37  40  41  

 

◆短期入所療養介護(病院等) 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者を診療所、病院などに短期間入所して、

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、療養生活の質

の向上及び家族の介護の負担軽減などを目的として、看護、医学的管理の下における

介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の支援を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 1,176  276  0  795  795  795  795  795  

日数(日) 13.8  2.8  0.0  8.0  8.0  8.0  8.0  8.0  

人(人) 1  0  0  1  1  1  1  1  

 

◆福祉用具貸与 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者について、その居宅において自立した

日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の状況等を踏まえて、日常生活の便

宜を図るための福祉用具や機能訓練のための福祉用具を貸与します。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 60,920  61,883  65,582  62,685  63,428  64,712  67,583  70,412  

人(人) 400  421  436  429  434  440  457  469  
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◆特定福祉用具購入費 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者について福祉用具のうち貸与になじま

ない入浴または排せつ関連用具等の福祉用具を、指定事業者から購入した時、購入費

が支給されます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 2,541  2,611  2,676  2,759  2,759  2,759  2,759  3,087  

人(人) 9  8  8  8  8  8  8  9  

 

◆住宅改修費 

要介護１～５の方を対象とし、居宅要介護者について、手すりの取り付けや段差解

消などの住宅改修に対して、20 万円を上限として住宅改修費が支給されます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 6,219  5,663  7,042  6,945  6,945  6,945  6,945  7,639  

人(人) 7  7  9  8  8  8  8  9  

 

◆特定施設入居者生活介護 

「特定施設」とは、介護保険の指定を受けた有料老人ホームなどであり、「特定施

設入居者生活介護」とは、要介護１～５の方を対象とし、特定施設（地域密着型特定

施設を除く）に入居している要介護者に、当該施設の提供するサービス、入浴、排せ

つ、食事等の介護その他日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行うものです。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 44,480  41,101  28,169  47,537  47,563  47,563  47,563  47,563  

人(人) 26  23  16  23  23  23  23  23  
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②地域密着型サービス 

◆地域密着型通所介護 

利用定員 18 人以下の小規模の通所介護施設にて、食事、入浴、その他の必要な日

常生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機

能の維持向上と、利用者の家族負担の軽減を図ります。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 85,948  79,113  77,116  84,993  85,420  85,420  89,579  91,769  

回数(回) 897.8  817.8  788.4  862.5  865.0  865.0  905.5  921.0  

人(人) 91  86  83  86  86  86  90  91  

 

◆小規模多機能型居宅介護 

居宅要介護者に、通所を中心に、利用者の様態や希望に応じて訪問系や泊りのサー

ビスを組み合わせ、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話及び機能訓

練を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 52,824  53,283  62,620  57,931  60,163  60,163  63,118  61,600  

人(人) 24  24  27  26  27  27  28  27  

 

◆認知症対応型共同生活介護 

認知症の要介護者(認知症高齢者)に、共同生活を営むべき住居で、入浴、排せつ、

食事等の介護や支援そのほか日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 151,704  152,299  152,161  153,032  156,105  159,093  159,093  159,093  

人(人) 52  52  50  52  53  54  54  54  
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◆地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員 29 人以下の有料老人ホームその他の施設に入居している要介護者に、当該施

設の提供するサービス、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話及び機

能訓練、療養上の世話を行うものです。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 128,371  131,282  126,819  131,226  131,299  131,299  131,299  131,299  

人(人) 54  54  54  54  54  54  54  54  

 

◆地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

定員が 29 人以下の特別養護老人ホームに入所している利用者に対して、入浴・排

せつ・食事等の介護といった日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行うもの

です。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 53,918  54,151  61,599  55,696  58,730  61,668  55,727  55,727  

人(人) 18  18  20  18  19  20  18  18  

 

③施設サービス 

◆介護老人福祉施設 

寝たきりや認知症などで、常に介護が必要で自宅での生活が難しい方のための施設

です。入所により、入浴・排せつ・食事などの介護、機能訓練、健康管理、療養上の

世話などが受けられます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 366,671  370,923  359,986  372,762  372,969  372,969  372,969  372,969  

人(人) 129  128  123  128  128  128  128  128  
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◆介護老人保健施設 

入所者に対してリハビリテーションなどの医療サービスを提供し、家庭への復帰を

目指す施設です。 

利用者の状態に合わせた施設サービス計画（ケアプラン）に基づき、医学的管理の

もとで、看護、リハビリテーション、食事・入浴・排せつといった日常生活上の介護

などを併せて受けることができます。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 428,471  480,483  511,211  510,029  510,312  510,312  510,312  510,312  

人(人) 136  142  148  150  150  150  150  150  

 

◆介護医療院 

⾧期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象とし、「日常的な医学管理」

や「看取りやターミナルケア」等の医療機能と「生活施設」としての機能とを兼ね備

えた施設です。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 0  0  0  0  0  0  0  0  

人(人) 0  0  0  0  0  0  1  1  

 

◆介護療養型医療施設 

慢性疾患を有し、⾧期の療養が必要な方のために、介護職員が手厚く配置された医

療機関（施設）です。病状は安定していても自宅での療養生活は難しいという方が入

所して、必要な医療サービス、日常生活における介護、リハビリテーションなどを受

けることができます。 

介護老人福祉施設や介護老人保健施設に比べて、医療や介護の必要度が高い方を対

象にしています。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 2,421  2,808  2,829  4,436  4,438  4,438  － － 

人(人) 1  1  1  1  1  1  － － 
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④居宅介護支援 

介護を必要とされる方が、自宅で適切にサービスを利用できるように、ケアマネジ

ャー（介護支援専門員）が心身の状況や生活環境、本人・家族の希望等に沿って、ケ

アプラン（居宅サービス計画）を作成したり、ケアプランに位置づけたサービスを提

供する事業所等との連絡・調整などを行ったりします。 

図表 実績値及び推計値 

区分 

【実績】 【見込】 【第 8 期】  

H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

給付費(千円) 99,025  110,165  111,610  111,630  112,127  112,659  116,191  118,372  

人(人) 626  629  625  630  633  636  655  665  
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５ 介護保険給付費推計 

（１）介護保険事業の推計手順 

将来高齢者人口等の推計から、介護サービス見込み量及び給付費、保険料算定までの

おおまかな流れを示すと、下図のとおりとなります。 

図表 介護保険料算定までの流れ 
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（２）サービスごとの給付費の見込み、総給付費 

①介護サービス給付費見込み 

計画期間における介護サービス供給量の見込みを基に、各サービスの給付費を推計  

しています。 

(単位:千円) 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

(1)居宅サービス 

 訪問介護 251,280  255,685  262,338  271,091  284,231  

訪問入浴介護 8,499  9,451  9,451  9,451  10,398  

訪問看護 27,758  27,773  28,387  29,685  30,983  

訪問リハビリテーション 20,063  20,449  20,449  20,881  21,670  

居宅療養管理指導 15,337  15,739  16,129  16,657  17,261  

通所介護 373,382  374,979  381,671  396,139  406,375  

通所リハビリテーション 139,739  141,651  141,651  146,838  149,172  

短期入所生活介護 48,134  48,160  48,160  52,388  53,187  

短期入所療養介護(老健) 43,642  43,666  43,666  48,478  49,359  

短期入所療養介護(病院等) 795  795  795  795  795  

短期入所療養介護 
(介護医療院) 

0 0 0 0 0 

福祉用具貸与 62,685  63,428  64,712  67,583  70,412  

特定福祉用具購入費 2,759  2,759  2,759  2,759  3,087  

住宅改修費 6,945  6,945  6,945  6,945  7,639  

特定施設入居者生活介護 47,537  47,563  47,563  47,563  47,563  

(2)地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

0  0  0  0  0  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 84,993  85,420  85,420  89,579  91,769  

認知症対応型通所介護 0  0  0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 57,931  60,163  60,163  63,118  61,600  

認知症対応型共同生活介護 153,032  156,105  159,093  159,093  159,093  

地域密着型特定施設 
入居者生活介護 

131,226  131,299  131,299  131,299  131,299  

地域密着型介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

55,696  58,730  61,668  55,727  55,727  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  

(3)施設サービス 

 介護老人福祉施設 372,762  372,969  372,969  372,969  372,969  

介護老人保健施設 510,029  510,312  510,312  510,312  510,312  

介護医療院 0  0  0  0  0  

介護療養型医療施設 4,436  4,438  4,438    

(4)居宅介護支援 111,630  112,127  112,659  116,191  118,372  

介護給付費計 2,530,290  2,550,606  2,572,697  2,615,541  2,653,273  
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②介護予防サービス給付費見込み 

計画期間における介護予防サービス供給量の見込みを基に、各サービスの給付費を

推計しています。 

(単位:千円) 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

(1)居宅サービス 

 介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 798  798  798  798  798  

介護予防訪問 
リハビリテーション 

2,768  2,769  2,769  2,769  2,374  

介護予防居宅療養管理指導 467  467  467  467  467  

介護予防通所 
リハビリテーション 

13,403  13,707  13,411  13,707  12,417  

介護予防短期入所生活介護 775  775  775  775  775  

介護予防短期入所療養介護
（老健） 

545  546  1,092  546  546  

介護予防短期入所療養介護
（病院等） 

0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護
(介護医療院) 

0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 4,212  4,263  4,263  4,322  3,874  

特定介護予防福祉用具購入費 988  988  988  988  988  

介護予防住宅改修 2,321  2,321  2,321  2,321  2,321  

介護予防特定施設 
入居者生活介護 

6,831  6,835  6,835  6,835  5,827  

(2)地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型 
通所介護 

0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型 
居宅介護 

3,914  3,917  3,917  3,917  3,917  

介護予防認知症対応型 
共同生活介護 

0  0  0  0  0  

(3)介護予防支援  5,282  5,339  5,285  5,393  4,854  

予防給付費計 42,304  42,725  42,921  42,838  39,158  

 

③総給付費 

計画期間における介護予防サービス供給量の見込みを基に、各サービスの給付費を

推計しています。 

(単位:千円) 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R7 年度 R22 年度 

介護給付費計 2,530,290  2,550,606  2,572,697  2,615,541  2,653,273  

予防給付費計 42,304  42,725  42,921  42,838  39,158  

総給付費計 2,572,594  2,593,331  2,615,618  2,658,379  2,692,431  
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（３）標準給付費等の見込み 

   図表 事業費、総給付費の見込量                   単位:円 

区分 
第８期 

第８期合計 
R3 年度 R4 年度 R5 年度 

標準給付費見込額 2,706,682,742  2,721,650,897  2,744,620,572  8,172,954,211 

 総給付費 2,572,594,000  2,593,331,000  2,615,618,000  7,781,543,000 

 特定入所者介護 
サービス費等給付額 

70,351,439  64,545,226  64,890,960  199,787,625  

 高額介護 
サービス費等給付額 

51,434,797  51,388,027  51,659,511  154,482,335  

 高額医療合算介護 
サービス費等給付額 

9,923,554  9,991,420  10,044,205  29,959,179  

 算定対象審査支払 
手数料 

2,378,952  2,395,224  2,407,896  7,182,072  

地域支援事業費 108,469,492  109,356,514  110,252,426  328,078,432  

 介護予防・日常生活支援
総合事業費 

45,404,122  45,817,080  46,234,187  137,455,389  

 包括的支援事業（地域包
括支援センターの運営）
及び任意事業費 

39,854,600  40,253,146  40,655,678  120,763,424  

 包括的支援事業（社会保
障充実分） 

23,210,770  23,286,288  23,362,561  69,859,619  

標準給付費＋地域支援事
業費合計見込 

2,815,152,234  2,831,007,411  2,854,872,998  8,501,032,643  

※表中の値は四捨五入の関係上、合計値が合わない場合があります。 

（４）介護保険料の算出 

 

 

 

 

 

 

第１号被保険者負担分相当額                    1,955,237,508 円 

＋）調整交付金相当額                            415,520,480 円 

－）調整交付金見込額                            768,672,000 円 

－）準備基金取崩額                             61,400,000 円 

保険料収納必要額    1,540,685,988 円 

 

 

保険料収納必要額              1,540,685,988 円 

÷）予定保険料収納率                 98.90％ 

÷）所得段階別加入割合補正後被保険者数       20,777 人 

÷）12 か月                                                 

 

＝標準月額 6,248 円   

※準備基金（61,400 千円）取崩額による影響額 249 円 

標準給付費＋地域支援事業費合計見込額 

8,501,032,643 円 

23.0％ 

第１号被保険者負担分相当額 1,955,237,508 円 
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（５）所得段階別保険料額 

図表 所得段階別保険料額 

段 階 対象者 保険料率 
月額

（円） 

年額

（円） 

第１段階 

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で、世帯非課税

の者、および世帯全員が住民税非課税で前年の課税年

金収入額＋合計所得金額が 80 万円以下の者 

0.50 3,124 37,490 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で前年の課税年金収入額＋

合計所得金額が 120 万円以下の者 
0.75 4,686 56,240 

第３段階 世帯全員が住民税非課税で上記以外の者 0.75 4,686 56,240 

第４段階 
世帯課税で本人が住民税非課税の者で、前年の課税年

金収入額＋合計所得金額が 80 万円以下の者 
0.90 5,623 67,480 

第５段階 
【基準額】 

世帯課税で本人が住民税非課税の者で、上記以外の者 
1.00 6,248 74,980 

第６段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万

円未満の者 
1.20 7,498 89,980 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円

以上 210 万円未満の者 
1.30 8,122 97,470 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円

以上 320 万円未満の者 
1.50 9,372 112,470 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円

以上 400 万円未満の者 
1.70 10,622 127,470 

第 10 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 400 万円

以上 600 万円未満の者 
2.00 12,496 149,960 

第 11 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 600 万

円以上の者 
2.20 13,746 164,960 
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（６）財源構成 

①介護保険給付費の財源構成 

介護保険給付費に要する費用は、介護保険サービス利用時の利用者負担分を除いて、

半分を公費(国が 25.0%、県が 12.5%、市町村が 12.5%)で負担し、残りを被保険

者の保険料(第 1 号被保険者(65 歳以上の方)が 23.0%、第 2 号被保険者(40 歳から

64 歳までの方)が 27.0%)で賄う仕組みとなっています。 

図表 介護保険給付費の財源構成 

 

 

 

 

 

 

②地域支援事業費の財源構成 

地域支援事業には、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」、「任

意事業」があります。 

「介護予防・日常生活支援総合事業」の財源構成は、介護保険給付費と同様に半分

を公費(国が 25.0%、県が 12.5%、市町村が 12.5%)で負担し、残りを被保険者の

保険料(第１号被保険者(65 歳以上の方)が 23.0%、第 2 号被保険者(40 歳から 64 歳

までの方)が 27.0%)で賄う仕組みとなっています。 

「包括的支援事業」、「任意事業」の財源構成は、公費(国が 38.5%、県が 19.25%、

市町村が 19.25%)で負担し、残りを被保険者の保険料(第１号被保険者(65 歳以上の

方)が 23.0%)で賄う仕組みとなっています。 

 

図表 介護予防・日常生活支援総合事業      図表 包括的支援事業・任意事業 

の財源構成                 の財源構成  
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第６章 計画の進捗管理 
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１ 推進・評価体制 

（１）高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進委員会の設置 

PDCA サイクルを機能させ、計画の着実な実施や評価、見直し等を進めていくため、 

学識経験者や保健・医療関係者、被保険者等からなる推進委員会を設置します。 

 

（２）市民、関係機関、福祉事業所等との協働による推進体制 

    本計画を推進するためには、市民をはじめ関係機関、福祉事業所等の参画が不可欠で

あることから、緊密な連携を図り、協働しながら計画を推進します。 

 

（3）国・県との連携 

    高齢者の地域生活を支える様々な施策は、国や県の制度に基づき運営されているもの

が少なくありません。そのため、施設整備や人材確保、定着支援、医療・介護の連携、

感染症の対策等の連携が必要な施策について、国や県と連携しながら本計画の確実な推

進を図ります。 

 

（4）庁内の推進体制 

本計画に掲げる事業は、保健福祉分野だけではなく、就労、生涯学習、住宅、防犯・ 

防災、まちづくり等多岐にわたります。このため、本計画を推進するにあたっては、関

係部署の主体的な取り組みはもとより、関係部署間の連携体制の構築が求められていま

す。 

このことから、担当課を中心に関係各課等が連携した取り組みを進めることで、本計

画の円滑な推進を図ります。 

 

 

 

 

 

２ 計画の公表と周知 

市民等と協働して計画を推進するためには、計画の趣旨や内容等について理解を深めて

いただくことが重要であることから、広報、ホームページへの掲載や出前講座の実施など、

様々な機会を通じ、計画の公表と周知に努めます。 

 

 

図表 PDCA サイクル 



 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
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○津久見市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

 (平成 26 年 5 月 30 日告示乙第 39 号の 4) 

(設置目的) 

第 1 条 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の 8 及び介護保険法（平成 9 年法律第

123 号）第 117 条の規定に基づき、津久見市高齢者福祉計画及び津久見市介護保険事業計画(以

下「計画」という。) の策定のため、津久見市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会 

(以下「委員会」という。) を設置する。  

[老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の 8] [介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第

117 条] 

(所掌事項) 

第 2 条 委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。  

(1) 計画の策定に関すること。  

(2) その他計画の策定に係る重要事項に関すること。  

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 20 人以内で組織する。  

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市⾧が委嘱し、又は任命する。  

(1) 識見を有する者  

(2) 医療・福祉・保健・介護関係者  

(3) 住民団体の代表者  

(4) 関係行政機関の職員  

(5) 市職員  

(6) その他、市⾧が適当と認めるもの  

3 委員会に委員⾧及び副委員⾧を置く。  

4 委員⾧は、副市⾧をもって充て、副委員⾧は、医師会⾧をもって充てる。  

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、計画の策定をもって満了とする。  

(委員⾧及び副委員⾧) 

第 5 条 委員⾧は、会務を総理し、委員会を代表する。  

2 副委員⾧は、委員⾧を補佐し委員⾧に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。  

(会議) 

第 6 条 委員会は、委員⾧が招集し、委員⾧が議⾧となる。  

2 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。  

3 委員⾧は、必要に応じて委員会に関係者の出席を要請し、意見を求めることができる。  

(作業部会) 

第 7 条 必要な資料の収集、調査、その他各種の研究を行うため、委員会に作業部会を置くことが

できる。 

2 作業部会は、第 3 条第 2 項の各号に属する実務担当者及び委員⾧が特に認めた者で組織する。  

3 作業部会には、部⾧ 1 名及び副部⾧ 1 名を置き、部会員の互選により定める。  

4 作業部会は、必要に応じて部⾧が招集する。  

(事務局) 
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第 8 条 委員会及び作業部会の庶務は、⾧寿支援課において処理する。  

(その他) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員⾧が定める。  

附 則  

この告示は、平成 26 年 6 月 1 日から施行する。 
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○津久見市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会委員名簿 

所 属 及 び 役 職 名 氏   名 

津久見市医師会 

（会  長） 

医療・保健関係者 

大 石 省一郎 

津久見市歯科医師会 

（会  長） 

医療・保健関係者 

秋 岡 文 吾 

介護老人保健施設 つくみかん 

（課 長） 

医療・保健関係者 

川 野 典 隆 

津久見市民生・児童委員協議会 

（会 長） 

福祉関係者 

山 添 義 昭 

津久見市社会福祉協議会 

（事務局長） 

福祉関係者 

麻 生 達 也 

津久見市地域包括支援センター  

社協（センター長） 

福祉関係者 

軸 丸 利江子 

社会福祉法人 白梅福祉会 

（施設長） 

介護関係者 

岩 﨑 真 也 

社会福祉法人 同心会 

（施設長） 

介護関係者 

小 野 淳 哉 

（株）優美 

（管理者） 

介護関係者 

新 納 ひとみ 

津久見市区長会 

（会 長） 

住民団体の代表者 

成 松 親 善 

津久見市盛人クラブ連合会 

（会 長） 

住民団体の代表者 

伊 井   操 

津久見市ボランティア連絡会 

（代 表） 

住民団体の代表者 

柴 田 さとみ 

津久見市食生活改善推進協議会 

（会 長） 

住民団体の代表者 

織 田 淳 子 

大分県中部保健所 

（参事兼地域保健課長） 

関係行政機関の職員 

吉 冨 豊 子 

津久見市 

（副市長） 

市職員 

飯 沼 克 行 

津久見市 

（総務課長） 

市職員 

石 堂 克 己 

津久見市 

（経営政策課長） 

市職員 

石 井 達 紀 

津久見市 

（社会福祉課長） 

市職員 

黒 枝 泰 浩 

津久見市 

（健康推進課長） 

市職員 

川 野 明 寿 

アドバイザー 

株式会社ライフリー 代表取締役 

 

佐 藤 孝 臣 

アドバイザー 

国立長寿医療研究センター 老年学評価研究部 

 

宮 國 康 弘 

○委員長  飯沼 克行 

○副委員長 大石 省一郎 

  



 

- 124 - 

○津久見市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画策定委員会作業部会委員名簿 

所 属 及 び 役 職 名 氏   名 

津久見市地域包括支援センター 社協 

（管理者兼介護支援専門員） 

 

下 村 理 絵 

つくみかん居宅介護支援事業所 

（介護支援専門員） 

 

梅 田 純一郎 

ニチイケアセンター津久見 

（介護支援専門員） 

 

若 林 知 恵 

介護老人保健施設 つくみかん 

（支援相談員） 

 

川 野 信 一 

特別養護老人ホーム しおさい 

（生活相談員） 

 

木 下 俊 志 

グループホーム 千怒の杜 

（施設長） 

 

永 松 健 三 

デイサービスセンター おあしす 

（生活相談員） 

 

薬真寺 友 和 

地域密着型小規模多機能施設こすもす 

（管理者） 

 

新 納 裕 樹 

訪問介護ステーションしらうめ 

（サービス提供責任者） 

 

阿 南 克 代 

津久見市社会福祉課 

（主幹） 

 

宇都宮 志 伸 

 

○事務局名簿 

所 属 及 び 役 職 名 氏   名 

津久見市長寿支援課 課長 児 玉 隆 志 

     〃    主幹 中 島 義 則 

     〃    主幹 宇都宮 和 子 

     〃    主査 井 澤 和 弘 

     〃    主査 紺 田 智 代 

     〃    主査 宮 成 亜紀子 

     〃    保健師 工 藤 美加子 

     〃    主事 伊 藤 尚 子 
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